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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第120期 第121期 第122期 第123期 第124期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円) 60,084 61,015 61,892 64,008 63,522

経常利益 (百万円) 2,607 2,630 1,957 1,759 2,926

当期純利益 (百万円) 1,493 1,856 1,131 831 1,747

純資産額 (百万円) 24,169 25,291 25,562 25,628 27,016

総資産額 (百万円) 44,481 47,742 41,440 41,360 43,892

１株当たり純資産額 (円) 731.62 758.51 769.29 773.94 816.35

１株当たり
当期純利益金額

(円) 43.87 56.32 34.36 25.41 53.43

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.3 52.4 60.9 61.2 60.8

自己資本利益率 (％) 6.4 7.6 4.5 3.3 6.7

株価収益率 (倍) 17.1 12.9 15.4 17.32 8.48

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,461 5,474 867 3,438 4,249

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,735 △947 △2,603 △2,086 △4,256

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △545 △615 △3,823 △1,214 △568

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 6,521 10,432 4,868 5,041 4,468

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(人)
861

〔302〕

867

〔359〕

879

〔406〕

893

〔403〕

885

〔392〕

(注) １　売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第120期 第121期 第122期 第123期 第124期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円) 53,524 54,036 55,094 57,100 57,688

経常利益 (百万円) 1,543 1,524 1,142 1,021 2,111

当期純利益 (百万円) 925 1,262 773 561 1,412

資本金 (百万円) 2,617 2,617 2,617 2,617 2,617

発行済株式総数 (株) 33,171,08733,171,08733,171,08733,171,08733,171,087

純資産額 (百万円) 19,790 20,108 20,032 19,880 20,897

総資産額 (百万円) 38,761 41,940 35,871 35,959 38,185

１株当たり純資産額 (円) 599.37 610.13 610.48 607.89 639.40

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
12.00

(6.00)

12.00

(6.00)

12.00

(6.00)

14.00

(6.00)

12.00

(6.00)

１株当たり
当期純利益金額

(円) 27.22 38.31 23.50 17.15 43.19

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 51.1 47.9 55.8 55.3 54.7

自己資本利益率 (％) 4.8 6.3 3.9 2.8 6.9

株価収益率 (倍) 27.5 18.9 22.5 25.7 10.5

配当性向 (％) 44.1 31.3 51.1 81.6 27.8

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(人)
582

〔133〕

581

〔177〕

591

〔228〕

600

〔232〕

610

〔235〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第123期(平成21年３月期)の１株当たり配当額14円には、創立80周年記念配当２円を含んでおります。

４　従業員数は、就業人員数を表示しております。

５　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。
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２ 【沿革】

当社は昭和４年６月に、当時の大日本麦酒株式会社常務取締役植村澄三郎氏、日清製粉株式会社取締役社

長正田貞一郎氏等の発起により、現在の東京都板橋区に資本金２万円をもって、わが国最初の製パン用イー

スト製造会社として設立されました。

　

昭和５年１月 東京工場建設。

昭和12年10月大阪工場建設。

昭和16年12月気球印ベーキングパウダーの製造販売開始。

昭和24年５月 株式を東京証券取引所に上場。

昭和26年６月 実験動物用固型飼料の製造販売開始。

昭和28年11月微生物培地用酵母エキスの製造販売開始。

昭和32年10月中華麺用飛竜印「かんすい」の製造販売開始。

昭和33年11月クラブ印マヨネーズの製造販売開始。

昭和35年10月養魚用飼料の製造販売開始。

昭和39年11月製パン製菓用フラワーペーストの製造販売開始。

昭和43年６月 ＮＡＤなどの補酵素類の製造販売開始。

昭和44年７月 埼玉工場建設。

昭和47年５月 パニー食品株式会社の株式を取得し、子会社とする。（後の中越パニー株式会社)

昭和48年５月 ヘキソキナーゼ(HK)などの酵素類の製造販売開始。

昭和49年５月 千葉工場建設。

昭和57年２月 株式会社日本バイオリサーチセンター設立。(現・連結子会社)

昭和58年11月健康補助食品“イーツＧ”の製造販売開始。

昭和60年４月 北山ラベス株式会社の株式を取得し、子会社とする。(現・連結子会社)

昭和62年４月 長浜生物科学研究所建設。

昭和63年４月 株式会社オリエンタルバイオサービスを設立。（現・連結子会社）

平成２年１月 株式会社オリエンタルバイオサービス関東を設立。（現・連結子会社）

平成５年３月 富里工場建設。

平成７年２月 びわ工場(粉末かんすい製造設備)建設。

平成８年４月 びわ工場(フラワーペースト製造設備)建設。

平成９年４月 株式会社ケービーティーオリエンタルを設立。（現・連結子会社）

平成10年７月 米国に100％出資の子会社 OYC International,Inc.を設立。

平成11年５月 びわ工場(粉体製造ライン)建設。

平成12年３月 東京工場イースト製造ライン包装工程設備更新。
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平成13年６月 関東地区の食品物流拠点を集約して関東物流センターを埼玉県所沢市に移転。

平成14年11月長浜ライフサイエンスラボラトリー開設。

平成15年３月 大阪工場に新排水処理設備とバイオガス発電システムを設置。

平成15年４月 飼料事業部とバイオ事業部を統合、食品事業部とバイオ事業部の二事業部体制へ

変更。

平成16年４月 中越パニー株式会社の営業部門を株式会社サンオリコに事業統合し、株式会社サ

ンオリコは株式会社パニーフーズネットに商号変更。

平成16年６月 中越パニー株式会社は、パン用フィリング総菜製造会社として株式会社パニーデ

リカに商号変更。（現・連結子会社）

OYC International,Inc.はオランダ・ユトレヒトに欧州駐在員事務所（EU

office）を開設。

平成16年７月 子会社の株式会社オリエンタルバイオサービスは神戸バイオメディカル創造セ

ンター内に神戸ＢＭラボラトリーを開設。

平成16年11月関西地区の食品物流拠点である関西物流センターを大阪府茨木市に移転。

平成17年６月 Ｐ＆Ｂセンターを建設。

平成17年７月 三共フーヅ株式会社の営業権を譲り受けエスケーフーヅ株式会社として事業開

始。

平成18年３月 長浜生物科学研究所にバイオイノベーションセンター（ＢＩＣ）を開設。

平成19年10月埼玉工場に油脂加工品の工場棟を建設。

長浜ライフサイエンスラボラトリーの新棟完成。

平成19年12月オランダに100％出資の子会社 OYC EU B.V.を設立。（現・連結子会社）

平成20年２月 中国に100％出資の子会社　東酵（上海）商貿有限公司を設立。

平成21年１月 OYC International，Inc．をOYC Americas，Inc．に商号変更。（現・連結子会

社）

平成21年６月 エスケーフーヅ株式会社と株式会社パニーフーズネットを合併し、株式会社ＯＹ

Ｃフーズネットを設立。（現・連結子会社）

　 食品部門の栄養食品素材事業に、エスケーフーヅ株式会社の栄養食品素材・制菌

剤・日持向上剤などの事業を統合し、集約。

平成21年８月 株式会社日清製粉グループ本社、日清製粉株式会社、日清フーズ株式会社が東酵

（上海）商貿有限公司に出資参加し、４社共同で事業を展開。

平成21年10月養魚飼料事業を日清丸紅飼料株式会社に譲渡。
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３ 【事業の内容】

当社及び当社の関係会社(当社、親会社、子会社11社、関連会社４社（平成22年３月31日現在）により構

成)の主な事業内容と当該事業に係る位置づけは次のとおりであります。

　

(1) 食品部門

製パン・製菓用の原材料を当社が製造し、当社及び連結子会社㈱OYCフーズネット他が販売しておりま

す。また、その一部を㈱パニーデリカ他が製造しております。

主な関係会社

(製造)　　　㈱パニーデリカ、大山ハム㈱

(販売)　　　㈱OYCフーズネット、東酵（上海）商貿有限公司

当連結会計年度より、連結子会社エスケーフーヅ㈱[㈱OYCフーズネットに商号変更]を存続会社とし、

連結子会社㈱パニーフーズネットを吸収合併しております。また、連結子会社東酵（上海）商貿有限公司

の出資金の一部譲渡に伴い持分比率が減少したことにより同社を持分法適用の関連会社に含めておりま

す。

　

(2) バイオ部門

生化学製品・免疫製品を当社が製造し、当社及び連結子会社㈱オリエンタルバイオサービス、OYC

Americas,Inc.、OYC EU B.V.他が販売しております。

安全性・薬効薬理試験の受託業務を、連結子会社㈱日本バイオリサーチセンターが行っており、受注は

同社及び当社が行っております。

　実験動物用飼料を当社が製造し、当社及び連結子会社㈱オリエンタルバイオサービス他が販売しており

ます。

　実験動物を連結子会社北山ラベス㈱が生産・飼育し、当社及び連結子会社㈱オリエンタルバイオサービ

ス他が販売しております。

特殊実験動物（有償分与）を連結子会社㈱オリエンタルバイオサービスが生産・飼育し、当社が販売

しております。

主な関係会社

(製造)      北山ラベス㈱

(販売)      ㈱オリエンタルバイオサービス、㈱オリエンタルバイオサービス関東、

            ㈱ケービーティーオリエンタル、OYC Americas，Inc.、OYC EU B.V.

(受託業務)  ㈱日本バイオリサーチセンター

　

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
　 　 　 　 　 　

名称 住所
資 本 金
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の所有
（又は被所有）
割合（％）

関係内容

(親会社) 　 　 　 　 　

株式会社
日清製粉グループ本社（注２）

東京都千代田区 17,117持株会社 43.4役員の兼任等・・・有

(連結子会社） 　 　 　 　 　

株式会社パニーデリカ 東京都板橋区 46
製パン、製菓用
資材の製造

100.0
当社が同社製品を販売
役員の兼任等…有

株式会社
OYCフーズネット

東京都板橋区 65
製パン、製菓用
資材の販売

80.3
当社製品を同社が販売
当社が建物の一部を賃貸
役員の兼任等…有

株式会社
日本バイオリサーチセンター

岐阜県羽島市 50
安全性・薬理薬
効受託試験

100.0

受託試験を当社を通じて
同社が受託
当社が土地及び建物の一
部を賃貸
役員の兼任等…有

北山ラベス株式会社 長野県伊那市 172

実験動物の飼育
・販売
免疫製品の製造
・販売

91.7
当社が同社製品を販売
役員の兼任等…有
当社が土地の一部を賃貸

株式会社
オリエンタルバイオサービス

京都府京都市
右京区

50

実験動物の受託
飼育・販売
実験動物用飼料
の販売

100.0
(10.0)

当社製品を同社が販売
当社が設備資金を貸与
当社が同社の賃料の一部
を保証
役員の兼任等…有

株式会社
オリエンタル
バイオサービス関東

茨城県つくば市 30
実験動物用飼料
、実験動物の販
売

100.0
当社製品を同社が販売
役員の兼任等…有

株式会社
ケービーティー　
オリエンタル（注３）

佐賀県鳥栖市 20
実験動物用飼
料、実験動物の
販売

50.0
当社製品を同社が販売
役員の兼任等…有

OYC Americas, Inc.
米国
マサチューセッツ州
アンドーバー

50
千US$

生化学製品・免
疫製品等の販売

100.0
当社製品を同社が販売
役員の兼任等…有

OYC EU B.V. オランダロッテルダム市
300

千ユーロ
生化学製品・免
疫製品等の販売

100.0

当社製品を同社が販売
当社が同社の仕入債務の
一部を保証
役員の兼任等…有

（持分法適用の関連会社） 　 　 　 　 　

東酵（上海）商貿有限公司 中国上海市
12,662
千元

製パン、製菓用
資材、及び実験
動物用飼料の販
売

50.0
当社製品を同社が販売
役員の兼任等…有

大山ハム株式会社 鳥取県米子市 99
食肉加工品等の
製造・販売

23.9
当社が同社製品を販売
役員の兼任等…無

ヤマジョウ商事株式会社 東京都中央区 80小麦粉等の販売 29.6
当社製品を同社が販売
役員の兼任等…無

（持分法適用の非連結子会社） 　 　 　 　 　

オリエンタルサービス株式会社 東京都板橋区 10
損害保険代理業
務

100.0
当社が建物を賃貸
役員の兼任等…有

（注）１．特定子会社に該当する会社は、ありません。
      ２．有価証券報告書を提出しております。
          財務諸表等規則第８条第４項（実質支配力基準）による親会社であります。
      ３．財務諸表等規則第８条第４項 (実質支配力基準) による子会社であります。
      ４．議決権の所有割合の（　）内は、内数で間接所有割合を記載しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(平成22年３月31日現在)

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

食品部門 480〔213〕

バイオ部門 339〔165〕

全社(共通) 66〔 14〕

合計 885〔392〕

(注) １　従業員数は就業人員数(当社グループ(当社及び連結子会社)からグループ外への出向者を除き、グループ外か

ら当社グループへの出向者を含む。)であります。また、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記

載しております。

２　臨時従業員は、パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員であります。

　

(2) 提出会社の状況

(平成22年３月31日現在)

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

610〔235〕 39.3 16.5 6,267,831

(注) １　従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。また、

臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員は、パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員であります。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社（465名）及び(株)ＯＹＣフーズネット（27名）にはそれぞれ労働組合が組織されておりますが、

労使関係は極めて安定しており、特記すべき事項はありません。

なお、（　）内は平成22年３月31日現在の組合員数であります。

連結子会社に出向している当社組合員は、当社労働組合に所属しております。

　

　

EDINET提出書類

オリエンタル酵母工業株式会社(E00449)

有価証券報告書

  9/114



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国の経済情勢は、景気は持ち直しておりますが、なお自律性は弱く、失業

率が高水準にある等の状況が続いております。

食品部門は、消費低迷やデフレ傾向により厳しい市場環境が続いている中、高付加価値製品の拡販や新

規顧客獲得等の販売努力に加え、原材料価格を含むコスト削減を推進しました。また、イーストとパン品

質改良剤との組合せ提案が出荷増に結びつき、収益に貢献しました。

バイオ部門は、大手製薬企業の業界再編以後、各社とも研究・開発投資を差し控えておりましたが、回

復の兆しも見え始めてきました。バイオ事業を製薬企業等顧客の研究・開発サポートを提案する「研究

・創薬支援事業」と位置付け、顧客のニーズを掘り起こし、需要拡大を目指しました。また、昨年10月に養

魚飼料事業を日清丸紅飼料㈱へ譲渡しましたが、その経営資源を動物実験関連ビジネスに集中し、実験動

物用飼料等の売上増を図りました。

加えて、食品・バイオ両部門共に、研究・開発体制の強化を図るとともに、生産効率の向上やエネル

ギー費の削減を目的とした設備投資を推進しました。

この結果、当連結会計年度の売上高は、養魚飼料事業譲渡による売上減が影響し、635億22百万円（前期

比99.2%）と減収になりましたが、顧客ニーズの掘り起こしによる売上増や原材料を含めたコスト削減策

の推進により、経常利益は29億26百万円（前期比166.3%）、当期純利益は17億47百万円（前期比210.0%）

と増益になりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①食品部門

食品部門は消費低迷やデフレ傾向といった厳しい環境下で積極的な提案型営業の推進、高付加価

値製品の開発や上市に注力し、イースト、パン品質改良剤、フラワーペースト等の新製品や粉末かん

すいの新規顧客を獲得した結果、出荷数量は前連結会計年度を上回りました。また、植物油脂等の原

材料や製造経費等のコスト削減を推進致しました。 

その結果、食品部門の売上高は480億45百万円（前期比100.7%）と増収、営業利益は19億43百万円

（前期比212.9%）と増益となりました。
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②バイオ部門

バイオ事業を「研究・創薬支援事業」と位置付け、一貫した研究・開発支援サービスを積極的に

展開しました。また、診断薬原料等は遺伝子組換え技術を用いた新製品の上市、アレルゲン検査・残

留農薬等の食品検査・分析サービスの拡大、器材や受託飼料の拡販を図りました。

しかし、昨年10月の養魚飼料事業譲渡による売上減が影響し、売上高は前連結会計年度を下回りま

した。

なお、養魚飼料事業譲渡に伴い、その経営資源を動物実験関連ビジネスへ集中する等の見直しを図

るとともに、コスト削減を推進しました。

その結果、バイオ部門の売上高は154億76百万円（前期比95.0%）と減収でしたが、営業利益は新製

品や新市場への売上増が寄与したこと、並びにコスト削減等により、７億90百万円（前期比126.4%）

と増益になりました。

　

(2) キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、42億49百万円の増加となりました。これは、税金等調整前当期

純利益が30億７百万円、減価償却費が21億19百万円等によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、42億56百万円の減少となりました。これは、定期預金の預入れ

と払戻しの差による減少が25億20百万円、設備資金の支出20億17百万円と養魚飼料事業の譲渡による収

入５億55百万円等によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、５億68百万円の減少となりました。これは、配当金の支払４億

57百万円の支出等によるものであります。

以上の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末に比べ５億72百

万円減少し、44億68百万円となりました。

　

(注) 第２〔事業の状況〕に記載された金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比増減(％)

食品部門 24,829 2.1

バイオ部門 7,436 △10.4

合計 32,265 △1.1

(注) 金額の算出は期間中の平均販売価格によっております。

　

(2) 受注状況

当社及び連結子会社は一部特殊需要向けを除き、受注生産を行っていないため記載を省略いたしまし

た。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比増減(％)

食品部門 48,045 0.7

バイオ部門 15,476 △5.0

合計 63,522 △0.8

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

　

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

山崎製パン株式会社 18,167 28.4 18,347 28.9
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３ 【対処すべき課題】

日本経済は景気が持ち直しておりますが、依然として消費の低迷が続き、原材料相場や原油相場の上昇

もあり、厳しい市場環境となっております。

その中で、当社グループは生産体制の効率化及び省力化を推進するとともに、研究・開発体制を強化

し、新たな需要創造に積極的に取り組み、新市場開拓に努めてまいります。また、コンプライアンスの徹底

や品質保証・品質管理体制の強化及び環境保全等のＣＳＲ課題への取り組みを更に推進してまいりま

す。

食品部門は生産体制を整備することに加え、新製品の開発強化・上市促進や高付加価値製品の拡販に

努め、イースト関連製品とフラワーペースト等に経営資源を投入してまいります。

バイオ部門は、「研究・創薬支援事業」として研究開発体制や営業体制を強化し、一貫した研究・開発

支援サービスを積極的に展開してまいります。

　また、少子高齢化、人口減少による国内市場の縮小に対応し、広く世界にマーケットを開拓すべく、食品

部門・バイオ部門共に海外への一層の展開を図ってまいります。

　

(1) 各部門の経営戦略

食品部門におきましては、「パンの窓を通して考える」を事業の原点とし、お客様の視点に立った新製

品開発を進めております。製パン・製菓業界のみならず、製麺やデリカテッセン、外食産業等の幅広いお

客様にイースト、フラワーペースト、マヨネーズ、総菜等の食品素材を開発し提供しています。 

今後もお客様のあらゆるニーズにきめ細かくお応えするとともに、企画提案及び新製品開発を推進し

てまいります。

バイオ部門におきましては、その事業を「研究・創薬支援事業」と位置付け、一貫した研究・開発支援

サービスを積極的に推進するとともに、遺伝子組換え酵素の開発・拡販やポストゲノムに向けての研究

支援事業、及び食品アレルゲンや残留農薬等を対象とした分析事業を推進しており、更には遺伝子をキー

ワードとした実験動物と生化学・免疫関連の新技術の融合により新規市場を開拓してまいります。

また、酵母機能を利用した新製品の開発を促進し、食品・バイオにまたがる事業領域を開拓してまいり

ます。

(2) 国際化戦略

当社グループは、少子高齢化、人口減少等により、国内市場の縮小及び国際化の更なる進展を踏まえ、今

後の海外戦略の重要性を強く認識しております。

海外の事業拠点として米国にOYC Americas, Inc.、オランダにOYC EU B.V.の２つの現地法人を置き、

中国には日清製粉グループとの共同出資による東酵(上海)商貿有限公司があります。

また、以前より多数の外国企業と業務提携契約や協力関係を結び、グローバル化に努めてまいりまし

た。こうした現地法人と外国企業を軸にした世界規模での事業展開を進めるとともに、そこで得た世界の

情報を日本国内にフィードバックさせることで、国内向け製商品の充実とサービスの向上を図ってまい

ります。

現在、インド、東アジア、南米諸国とのビジネス拡大を目指し、現地での活動を強化しています。

(3) 研究・開発戦略

当社グループは「酵母」を原点とする技術立社を目指し、食品研究所と長浜生物科学研究所の２つの

研究所と食品の研究・開発と食に関する情報発信という複合的な機能を持つ食品開発センターを核に、

Ｒ＆Ｄ（研究・開発）体制を構築しています。食品研究所は多数の酵母の菌株を保有しており、それらの

特性等の分析を行い、高性能・高機能イーストや各種発酵関連製品及びその用途開発を行っております。

また長浜生物科学研究所は、バイオテクノロジー関連の総合的な研究設備と高度な技術を有し、その基

礎研究から応用、更にはその製品化と用途の開発まで一貫して行っています。

これらの研究所で得た成果を食品部門とバイオ部門が共有し、それぞれが保有する技術を融合させた
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製品開発、用途開発、新事業の開拓に注力してまいります。 

(4) 品質管理と品質保証体制

当社グループは、「安全・安心な高品質の商品とサービスを提供」することを「企業行動憲章」に定

め、そのための行動規範を「お客様の満足と信頼を得る安全で安心なものづくりに努める」こととして

います。 

品質保証の考え方として、真の品質保証を実現するために「品質と安全はすべてに優先する」ことを

掲げ、企画・開発・製造・販売・流通のすべての段階で厳しく管理しています。安心してお使いいただけ

る製品を日々お届けするために、安全で衛生的な環境を整備し、これらを品質保証部がお客様の視点で監

視を行い、製品の安全・安心を確保する体制を構築しております。 

さらに当社グループでは独自の品質保証システムに加え、外部の公的な管理基準も積極的に導入し、さ

まざまな認証や評価を取得しています。

(5) 企業の社会的責任（ＣＳＲ）への取り組み

当社グループは、行動指針として「企業行動憲章」と、これを具現化した「役員・従業員行動規範」を

定め、株主、取引先、従業員、地域住民等のステークホルダーとの良好な信頼関係を築くべく、さまざまな

機会を通じて情報開示とコミュニケーションに努めてまいります。

また当社グループは、ガス発電設備や排水処理設備で発生するバイオガスを燃料とするコージェネ

レーションシステムの導入やＬＥＤへの切り替えなど、消費エネルギーを削減することで地球温暖化ガ

ス排出量の削減等に努めてまいります。

　

EDINET提出書類

オリエンタル酵母工業株式会社(E00449)

有価証券報告書

 14/114



４ 【事業等のリスク】

当社グループでは事業遂行上に発生するさまざまなリスクを予防・防御するため、各種規程・マニュ

アルの整備や各種委員会の設置を行っておりますが、当社グループの経営成績、株価及び財政状況等に重

要な影響を及ぼす可能性のある主なリスクには、以下のようなものがあります。当社グループはこれらの

リスク発生の可能性を認識した上で、コントロールが可能なものについては、リスク管理体制のもと発生

の回避に努めるとともに、発生した場合にはその対応に最善の努力を尽くす所存であります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成22年６月29日）現在において当

社が判断したものであります。

(1) 社会経済情勢の変化や消費動向

当社グループは製品の大部分を、日本国内の製パン・製菓業界や医薬品業界に販売しております。従い

まして、日本の景気後退に伴う需要の減少、少子高齢化と人口減少による全般的な消費低迷、更には消費

動向に影響を与える予期せぬ事態の発生等により、当社グループの業績と財政状況に悪影響を及ぼす可

能性があります。

(2) 製品の安全性確保

当社グループは「品質と安全はすべてに優先する」との品質管理の基本方針の下、製品の安全性確保

を経営の最重要課題のひとつと位置付け、生活者視点の品質保証体制を構築し、関連法規や社内規程の遵

守及びその遂行状況の内部監査を実施しております。製造物賠償責任につきましては保険に加入してお

りますが、万一製品の欠陥や異物混入が発生した場合には多額のコストがかかり、こうした予期せぬ重大

な品質トラブルの発生は、当社グループの業績と財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(3) 原材料調達の安全性、安定性と価格動向

当社グループが購入する原材料につきましては、収穫不良や投機資金の流入等による想定以上の相場

の高騰、更には原材料の安定的確保に支障が生じた場合等は、当社グループの業績と財政状態に悪影響を

及ぼす可能性があります。

(4) 海外からの安価な輸入品の増加

海外から安価な原材料及び製品等の輸入が急増した場合、それに伴い販売価格の低価格化の進行が懸

念され、当社グループの業績と財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(5) 環境保全規制への対応

当社グループは環境保全が企業の存続と発展に必須の要件であると認識し、CO2排出量や産業廃棄物の

削減、省エネルギー等の環境経営を積極的に進めております。また、環境関連規制の見直しや新たな法規

制の動向、更には生活者の環境問題に対する意識の高まりに対し適切な対応を進めておりますが、想定範

囲を超えた事象が発生した場合、当社グループの業績と財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(6) 為替相場の変動

食品・バイオ両部門共に原材料や商品を海外より輸入・販売、また国内で製造された製品を海外へ輸

出・販売をしております。為替相場が想定以上に変動した場合、当社グループの業績と財政状態に悪影響

を及ぼす可能性があります。

(7) 情報セキュリティの確保

当社グループでは各種情報の取扱いにつきましては、規程類を整備し厳正な管理に努めております。ま

た、不正アクセスやコンピューターウイルス等に対する適正なセキュリティ対策を講じております。

  しかしながら、予期せぬ事態により情報の流出等が発生した場合や、システムダウンによりお客様対応

に支障をきたした場合、当社グループの業績と財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(8) 重大な災害、事故等の発生
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製造拠点をはじめとする当社グループの各事業所が、大規模な台風や地震等の天変地異による災害、火

災等の事故に見舞われた場合、及び重大な労働災害や設備事故等が発生した場合は対策委員会等を設け、

適正な危機管理ができるようにしておりますが、その被害の程度によっては当社グループの業績と財政

状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(9) 知的財産権

知的財産権については専門部署の下、特許、実用新案、商標等の管理を行っております。しかしながら、

当社グループの製品や技術が他者の知的財産権を侵害していると訴訟を提起された場合、差止め、損害賠

償金、和解金の支払い等につながり、当社グループの業績と財政状態に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。また、当社グループの製品等の知的財産権が他社により侵害された場合も同様であります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成21年５月12日開催の取締役会において、当社の養魚飼料事業を日清丸紅飼料（株）に譲渡す

る事業譲渡契約の締結を決議し、平成21年５月12日付で事業譲渡契約を締結いたしました。

(1) 事業譲渡の理由

飼料業界では、厳しい環境の中でより効率的な経営が求められております。このような経営環境に鑑み、

当社はアユ・マス用を中心とする養魚飼料事業を譲渡し、千葉工場の製造をライフサイエンス事業の一環

である実験動物用飼料などに特化することにいたしました。

(2) 事業譲渡先の名称

　①　商　　　号　　日清丸紅飼料株式会社

　②　本店所在地　　東京都中央区日本橋室町四丁目５番１号

(3) 事業譲渡の対象

　養魚飼料事業に関する次の事項

  ①　営業権

　②　事業譲渡日の前営業日の終了時点で当社が有する売掛金、製品、預り保証金

(4) 事業譲渡した事業の規模

　平成21年３月期　　売上高　1,269百万円

(5) 事業譲渡の価額

  555百万円

(6) 事業譲渡日

　　平成21年10月１日
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６ 【研究開発活動】

当社グループは食品研究所と長浜生物科学研究所の２つの研究所とビジネスユニット毎に開発センター

を設置し、新製品等の開発体制を強化しております。

この研究開発体制の下、連結子会社の研究開発部門や外部の研究機関等との連携を深め、顧客のニーズに

対応した新製品・新技術の開発や既存製品の改良等の活動を行っております。また、食品・バイオ両部門の

技術を生かした新しい融合テーマにも積極的に取り組んでおります。

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は13億90百万円であります。

当連結会計年度における、各部門別の主要な研究開発分野と概要は次のとおりであります。

　

①食品部門

食品部門は、「パンの窓を通して考える」を事業活動の原点とし、製パン業界はじめ製菓業界、健康食

品業界、麺業界への拡販を進めております。

主な成果としましては、発酵風味液「雪シリーズ」、高級感のあるフラワーペースト・油脂加工品

「アッシュシリーズ」、野菜の食感を生かした「シャキシャキシリーズ」、パン品質改良剤「ユーロベイ

クシリーズ」、ベーキングパウダー「ベーキングパウダーＥＸ」、マヨネーズ「ピュールマヨ」等を上市

いたしました。

　　当部門に係わる研究開発費は、９億24百万円であります。

②バイオ部門

バイオ部門は当事業を「研究・創薬支援事業」と位置付け、一貫した研究・開発支援サービスを積極

的に展開しております。

主な成果としましては、遺伝子組換え技術を用いた「組換えレンチウイルスの作製」、研究用試薬の

「ヒトRANKL中和抗体」や「低酸素領域イメージング試薬」、釣り餌「アミノXグレ遠投」等を上市しま

した。

当部門に係わる研究開発費は、４億66百万円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成

されております。また、連結財務諸表の作成にあたっては、連結決算日における資産、負債及び会計期間に

おける費用に影響を与える以下の見積り及び仮定を行っております。たな卸資産のうち、不良品、長期滞

留品、陳腐化品等の見積りは正味実現可能価額で評価しております。貸倒引当金は、連結決算日後に発生

すると予想される貸倒損失に対して見積計上しております。無形固定資産として計上している自社利用

のソフトウェアは、社内における利用可能期間で減価償却を行っております。時価のある投資有価証券

は、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて30％程度以上下落した場合には回収の可能性がないものと判

定し、原則として減損処理を行うこととしております。時価のない有価証券の評価は、個々の会社の純資

産額の下落が著しくかつ、回復する見込みがないと判断した場合に減損処理を行うこととしております。

退職給付引当金のうち割引率は、原則として連結決算日における長期国債の市場利回りに基づき、期待運

用収益率は、保有している年金資産の過去の運用実績に基づいて決定しております。繰延税金資産は、将

来の回収可能性を十分に検討し回収可能な額を計上しております。減損の兆候のある固定資産は、将来

キャッシュ・フローを見積り、減損損失と判定した場合には減損処理を行うこととしております。遊休資

産は、回収可能価額が帳簿価額を下回ることとなった場合には、減損処理を行うこととしております。以

上の見積り及び仮定は、過去の実績や状況に応じ合理的な方法により継続して行っておりますが、見積り

特有の不確実性があるため、実際の結果は、これらの見積りと異なる場合があります。

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

食品部門は、提案型営業の積極的な活動や得意先の新規獲得等により、イースト、パン品質改良剤、粉末

かんすい等の出荷量が順調に推移し、売上高は前連結会計年度を上回りました。

バイオ部門は、遺伝子組換え酵素の新製品やペットフード、つり餌等が順調に推移したものの、養魚飼

料事業譲渡が影響し、売上高は前連結会計年度を下回りました。

その結果、売上高は前連結会計年度に比べ0.8％減の635億22百万円となり、営業利益は、前連結会計年

度に比べ11億95百万円増加し、27億34百万円となりました。

経常利益は、為替差損が11百万円あったものの持分法による投資利益が増加したこと等により、前連結

会計年度に比べ11億67百万円増加し、29億26百万円となりました。

税金等調整前当期純利益は、特別損益が２億54百万円増加したことにより、前連結会計年度に比べ14億

21百万円増加し、30億７百万円となりました。

以上により、当期純利益は、前連結会計年度に比べ９億15百万円増加し、17億47百万円となりました。１

株当たり当期純利益は、前連結会計年度に対し28円２銭増加し、53円43銭になりました。自己資本利益率

は前連結会計年度に比べ3.4％増加し、6.7％となりました。
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(3) 経営戦略の現状と見通し

国内における少子高齢化、人口減少を背景に、食品・バイオ・海外を事業の３本柱と考え、米国、欧州、

東アジアを中心にＢＲＩＣs諸国をはじめとした海外へビジネスを積極的に展開してまいります。売上高

はバイオ部門の養魚飼料事業譲渡に伴う売上減少の影響を受けますが、食品・バイオ両部門ともに拡販

を図ってまいります。利益面では高付加価値の新製品の上市やコスト削減の推進に取り組んでまいりま

す。

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度の資金状況は、営業活動で得られた42億49百万円の資金を設備投資に20億17百万円支

出し、また３ヵ月を超える定期預金の預入れが払戻しを25億20百万円上回ったこと、及び養魚飼料事業の

譲渡による収入等により、フリー・キャッシュ・フローは７百万円の資金減少となりました。財務活動に

おいては、財務体質改善のため短期借入金70百万円を返済し、また配当金４億57百万円の支払をいたしま

した。以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ５億72百万円減少

し、現金及び現金同等物は44億68百万円となりました。

  当連結会計年度において短期借入金70百万円を返済したことにより借入金は全額返済いたしました。

当社グループの将来必要とされる成長資金及び有利子負債の返済に対しては、営業活動によるキャッ

シュ・フローや現金及び現金同等物の残高を考慮すると、当面充分な財源を確保していると考えており

ます。なお、複数の金融機関とコミットメントライン契約を締結し、不測の事態に備えております。

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは、食品業界や医薬品業界に安全で安心できる素材やサービスを提供する生命科学産業

の一員であるとの認識に立ち、研究・開発体制や品質保証体制の強化に努めてまいりました。同時に企業

倫理の遵守、内部統制体制の強化と各種監査の遂行、更には環境保全等企業の社会的責任に真摯に取り組

むことを経営の基本方針とし、当社グループの経営基盤を強化してまいりました。 

食品・バイオ・海外を事業の３本柱と位置付けており、各事業部門はそれぞれのコアとなる事業領域

に経営資源を集中し、グループ全体の成長を図ってまいります。

食品・バイオ両事業部門は「酵母」を事業の原点としており、研究開発活動において相互のノウハウ

・情報を共有し、それぞれの新製品開発に生かしてまいります。

また、両部門ともに海外での事業展開を重要課題ととらえ、海外市場への販売拡大及び海外拠点の拡充

を図ってまいります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ（当社及び連結子会社）では、製品の品質向上、生産体制の合理化、環境対策、既存設備のリ

フレッシュ、生産設備の増強等を目的として設備投資を行っております。

当連結会計年度の設備投資の総額は、23億15百万円であり、所要資金については、自己資金を充当いたし

ました。

事業の種類別セグメントごとの設備投資の状況は、次のとおりであります。

　

(1) 食品部門

生産設備の増強等に18億76百万円の設備投資を行いました。

なお、前連結会計年度において計画中であったオリエンタル酵母工業株式会社埼玉工場のフラワー

ペーストシート製造ラインは平成21年８月に完成いたしました。

また、重要な設備の除却、売却等はありません。

　

(2) バイオ部門

生産設備の増強等に４億38百万円の設備投資を行いました。

なお、重要な設備の除却、売却等はありません。

　

EDINET提出書類

オリエンタル酵母工業株式会社(E00449)

有価証券報告書

 21/114



２ 【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社
(平成22年３月31日現在)

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

東京工場
(東京都板橋区)

食品部門 イースト製造設備 782 844
0
(11)

- 31 1,658
52
 

〔20〕

埼玉工場
(埼玉県新座市)

食品部門
フラワーペースト、バ
タークリーム他の製
造設備

402 521
12
(10)

39 21 998
47
 

〔38〕

千葉工場
(千葉県千葉市美浜区)

バイオ部門
実験動物用飼料他の
製造設備

264 301
160
(7)

- 30 757
27
 

〔23〕

富里工場
(千葉県富里市)

食品部門
マヨネーズ類製造設
備

273 147
454
(16)

38 36 950
35
 

〔15〕

大阪工場
(大阪府吹田市)　(注)３

食品部門
イースト他の製造設
備

1,5041,291
169
(22)
[5]

- 57 3,023
73
 

〔24〕
大阪バイオ工場
(大阪工場内)

バイオ部門
生化学製品他の製造
設備

95 93
-
(-)

- 9 198
19

 〔0〕

びわ工場
(滋賀県長浜市)

食品部門

フラワーペースト、粉
末かんすい、ベーキン
グパウダー他の製造
設備

653 350
709
(36)

- 10 1,723
38
 

〔25〕

ＬＡセンター
(静岡県伊豆市)　(注)４

バイオ部門 受託飼育他の設備 282 29
-
(-)
[5]

3 10 325
8

 〔8〕

食品研究所
(東京工場内)

食品部門 研究開発設備 69 29
-
(-)

- 79 179
19

 〔1〕
長浜事業所
(滋賀県長浜市)

バイオ部門
研究開発設備、生化学
製品他の製造設備

651 99
278
(13)

- 58 1,088
44

 〔9〕

本社
(東京工場内)

全社的管理
業務

その他設備 501 4
-
(-)

20 18 545
67
 

〔12〕

　

(2) 国内子会社
(平成22年３月31日現在)

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース 
資産

その他 合計

株式会社
パニーデリカ
　

千葉工場
(千葉県八街市)

食品部門

フラワーペー
スト、総菜(調
理フィリング)
製造設備

178 103
94
(6)

13 10 399
42
 

〔22〕

北山ラベス
株式会社

(注)５

伊那生産場他
(長野県伊那市他)

バイオ部門
実験動物飼育設
備

160 49
126
(14)
[25]

- 2 339
19
 

〔11〕
北山ラベス
株式会社

(注)６

本郷ファーム
(山口県岩国市)

バイオ部門
実験動物飼育設
備

43 2
-
(-)
[11]

- 0 46
5
 

〔10〕
北山ラベス
株式会社

(注)７

伊那バイオセン
ター他
(長野県伊那市)

バイオ部門
受託飼育、受託
培養他の設備

262 37
105
(5)
[1]

- 15 420
34
 

〔32〕
株式会社
日本バイオ
リサーチ
センター

(注)８

受託試験施設
(岐阜県羽島市)

バイオ部門
安全性・薬理
薬効試験設備

231 1
287
(5)
[2]

- 103 624
70
 

〔24〕

株式会社
オリエンタル
バイオサービス

(注)９

南山城研究所
(京都府相楽郡
南山城村)

バイオ部門 受託飼育設備 376 28
-
(-)
[7]

- 4 409
16

 〔9〕

株式会社
オリエンタル
バイオサービス

(注)10

神戸ＢＭラボラ
トリー
(兵庫県神戸市)

バイオ部門 受託飼育設備 0 15
-
(-)

-

 
2 18

5
 〔3〕
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(3) 在外子会社

主要な設備はありません。

　
(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。なお、金額には消費税等

は含まれておりません。

２　土地の［　］は、賃借している面積を外書きしております。

３　土地の一部を賃借しております。年間賃借料は22百万円であります。

４　土地を賃借しております。年間賃借料は１百万円であります。

５　土地の一部を賃借しております。年間賃借料は３百万円であります。

６　土地を賃借しております。年間賃借料は０百万円であります。

７　土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は３百万円であります。

８　土地には提出会社所有分(122百万円、３千㎡)が含まれております。また、それ以外に土地及び建物の一部を賃

借しております。年間賃借料は６百万円であります。

９　土地を賃借しております。年間賃借料は３百万円であります。

10　建物の一部を賃借しております。年間賃借料は87百万円であります。

11　現在休止中の主要な設備はありません。

12　上記の他、リース並びにレンタル契約による主要な賃借設備は次のとおりであります。

　　［提出会社］
事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの名称
設備の内容 賃借料又はリース料

関東物流センター

(埼玉県所沢市)
食品部門 物流センター倉庫建物

年間賃借料

125百万円

関西物流センター

(大阪府茨木市)
食品部門 物流センター倉庫建物

年間賃借料

94百万円

13　従業員数の〔　〕は、臨時従業員数を外書きしております。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

重要な設備の新設、除却等の計画は、以下のとおりであります。

(1) 新設

会社名
事業所名

所在地

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の
内容

投資予定額
（百万円） 資金調達

方法

着手及び完成予定
完成後の
増加能力

総額
既支払
額

着手 完了

オリエンタル
酵母工業株式会社
大阪工場

大阪府
吹田市

食品部門
イースト
培養槽
増設

1,050－ 自己資金 平成22年1月 平成23年3月
イースト製
品月280t

　

(2) 改修

        特記すべき事項はありません。

  (3) 除却

        特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 33,171,087同左
東京証券取引所
市場第二部

株主としての権利内容に制限
のない標準となる株式であ
り、単元株式数は1,000株であ
ります。

計 33,171,087同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はあ

りません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成６年５月20日 1,579,57533,171,087 ― 2,617 ― 1,886

（注）平成６年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式数を１株につき1.05株の割合

をもって分割しております。ただし、分割の結果生じる１株未満の端数株式は、これを一括売却し、その処分代金

を端数の生じた株主に対し、その端数に応じて分配しております。

　

(6) 【所有者別状況】

(平成22年３月31日現在)

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 22 25 155 71 ― 4,5384,811 ―

所有株式数
(単元)

― 3,591 165 16,8571,947 ― 10,28132,841330,087

所有株式数
の割合(％)

―
 

10.93 0.50 51.33 5.93 ― 31.31100.00 ―

(注) １　自己株式488,290株は、「個人その他」に488単元、「単元未満株式の状況」に290株含まれており、期末日現在、
488,290株を実質的に所有しております。

２　「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ２単元及び865
株含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

(平成22年３月31日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社日清製粉グループ本社 東京都千代田区神田錦町１－２５ 14,047 42.35

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内１－３－３ 702 2.11

フジパン株式会社 愛知県名古屋市瑞穂区松園町１－５０ 557 1.68

株式会社榎本武平商店 東京都江東区新大橋２－５－２ 489 1.47

オリエンタル酵母工業従業員投
資会

東京都板橋区小豆沢３－６－１０ 452 1.36

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２－２７－２ 413 1.25

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 322 0.97

野村信託銀行株式会社（投信
口）

東京都千代田区大手町２－２－２ 310 0.93

中越ホールディングス株式会社 新潟県長岡市摂田屋４－８－１２ 283 0.85

シービーエヌワイデイエフエイ
インターナショナルキャップバ
リューポートフォリオ
（常任代理人　シティバンク銀行
株式会社）

１２９９　ＯＣＥＡＮ　ＡＶＥＮＵＥ，１１
Ｆ，ＳＡＮＴＡ　ＭＯＮＩＣＡ，ＣＡ　９０４
０１　ＵＳＡ
（東京都品川区東品川２－３－１４）
 

279 0.84

計 ― 17,854 53.82

(注) 当社は自己株式488,290株を所有しておりますが、当該自己株式は議決権の行使が制限されるため、上記の大株主
から除いております。　
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成22年３月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 488,000

─
権利の内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 32,353,000 32,353 同上

単元未満株式 普通株式 330,087 ─ １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 33,171,087─ ─

総株主の議決権 ─ 32,353 ─

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の

株式がそれぞれ2,000株(議決権２個)及び865株含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式290株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

(平成22年３月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
オリエンタル酵母工業
株式会社

東京都板橋区
小豆沢三丁目６番10号

488,000 ― 488,000 1.47

計 ― 488,000 ― 488,000 1.47

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当する事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 22,736 10,625,361

当期間における取得自己株式 2,047 932,935

（注）当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増し請
求)

1,330 621,663 58 26,448
　 　 　 　 　

保有自己株式数 488,290 ― 490,279 ―

（注）当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び買増しによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要施策と位置付け、安定的かつ継続的に配当を維持す

ることを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当と期末配当の年２回を基本的な方針としております。期末配当は毎年

３月31日を基準日とし、その決定機関は株主総会であります。また、取締役会の決議により毎年９月30日

を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

当事業年度の配当につきましては、年間普通配当として１株あたり12円の配当を実施させていただき

ます。中間期に１株当たり６円の配当を実施いたしましたので、期末配当は１株当たり６円とさせていた

だきます。

当社は、将来の事業拡大や経営の効率化のため、中長期的な視点に立った設備投資や研究開発投資及び

労務環境の整備等を実施していくとともに、これらの資金需要や財務状況を勘案して株主還元を図って

まいります。

第124期の剰余金の配当は以下のとおりであります。

　

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たりの配当額
(円)

平成21年10月29日
取締役会決議

196 6

平成22年６月29日
定時株主総会決議

196 6

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第120期 第121期 第122期 第123期 第124期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 807 794 735 641 570

最低(円) 677 670 503 394 396

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
10月

11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月

最高(円) 535 520 508 507 486 469

最低(円) 490 430 432 455 443 445

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
取締役会長

代表取締役 内　藤　利　邦 昭和15年11月５日生

昭和38年４月 当社入社

(注)1 23

昭和62年６月 当社バイオ関連事業部長

平成元年６月 当社取締役

平成７年６月 当社飼料・バイオ事業本部長兼バ

イオ部長

平成８年６月 当社常務取締役

平成９年６月 当社事業本部食品事業部長兼海外

事業室管掌

平成10年６月 当社事業本部長兼食品事業部長兼

飼料・バイオ事業部長兼海外事業

室管掌

平成11年６月 当社専務取締役

平成12年６月 当社代表取締役社長

平成18年６月 当社代表取締役社長兼管理本部長

平成20年６月 当社代表取締役会長（現在）

代表取締役
取締役社長

代表取締役 中　村　隆　司 昭和20年１月25日生

昭和42年４月 日清製粉株式会社（現株式会社日

清製粉グループ本社）入社

(注)1 10

平成７年６月 同社取締役製粉業務部長

平成12年６月 同社常務取締役物流部長

平成13年７月 株式会社日清製粉グループ本社常

務取締役

日清製粉株式会社専務取締役

平成16年６月 日清製粉株式会社取締役社長（代

表取締役）

平成19年10月 株式会社日清製粉グループ本社専

務取締役

平成20年６月 当社代表取締役社長（現在）

常務取締役
事業本部管
掌、海外事
業部担当

中　川　真佐志 昭和30年２月19日生

昭和53年４月 当社入社

(注)1 8

平成９年６月 当社海外事業室長

平成12年６月 当社バイオ事業部部長代理

平成13年６月 当社バイオ事業部ライフサイエン

ス部長兼LAセンター長

平成15年６月 当社取締役

平成17年６月 当社バイオ事業本部長兼バイオ事

業本部業務部長

平成19年６月 当社食品事業本部長

当社常務取締役（現在）

平成21年６月 当社事業本部管掌、海外事業部担

当（現在）

常務取締役 管理本部長 渡　邊　隆　雄 昭和27年１月30日生

昭和49年４月 日清製粉株式会社（現株式会社日

清製粉グループ本社）入社

(注)1 8

平成９年６月 同社中部本部総務部長

平成13年７月 株式会社日清製粉グループ本社経

理・財務本部

　 日清製粉株式会社取締役管理部長

平成17年６月 株式会社日清製粉グループ本社経

理・財務本部財務グループ長

平成18年６月 当社管理本部経理部長

当社取締役

平成19年６月 当社管理本部長兼管理本部経理部

長

平成20年６月 当社管理本部長（現在）

当社常務取締役（現在）

　

　

EDINET提出書類

オリエンタル酵母工業株式会社(E00449)

有価証券報告書

 29/114



　
役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役

食品事業本
部長兼食品
事業本部食
品研究所長
兼食品事業
本部イース
トユニット
担当

安　藤　正　康 昭和31年10月９日生

昭和57年４月 当社入社

(注)1 8

平成12年６月 当社東京食品研究所長

平成13年６月 当社食品事業部開発統括次長

平成15年６月 当社食品事業部副部長

平成17年６月 当社取締役（現在）

当社食品事業本部副本部長（イー

ストユニット担当）兼食品事業本

部生産・開発統括部長兼食品開発

センター所長

平成19年６月 当社食品事業本部副本部長兼食品

事業本部生産・開発統括部長兼食

品事業本部イーストユニット管掌

平成19年10月 当社食品事業本部副本部長兼食品

事業本部生産・開発統括部長兼食

品事業本部イーストユニット管掌

兼東京食品研究所長

平成21年６月 当社食品事業本部長兼食品事業本

部食品研究所長兼食品事業本部

イーストユニット担当（現在）

取締役

管理本部副
本部長兼管
理本部経理
部長

原　　俊　和 昭和27年１月17日生

昭和51年４月 当社入社

(注)1 7

平成９年６月 当社事業本部業務部部長代理

平成11年４月 当社経理部部長代理

平成13年６月 当社総務部次長

平成14年６月 当社総務部長

平成17年６月 当社管理本部総務部長

平成18年６月 当社取締役（現在）

平成20年６月 当社管理本部副本部長兼管理本部

経理部長（現在）

取締役
技術・研究
・品質保証
本部長

道　木　泰　徳 昭和28年10月７日生

昭和52年４月 当社入社

(注)1 11

平成10年５月 当社技術部部長代理

平成13年６月 当社技術部次長

平成15年６月 当社大阪工場長

平成18年６月 当社技術・ＱＡ本部技術部長

平成18年６月 当社取締役（現在）

当社技術・ＱＡ本部長兼技術・Ｑ

Ａ本部技術部長

平成19年６月 当社バイオ事業本部長兼バイオ事

業本部業務部長

平成21年６月 当社バイオ事業本部長

平成22年６月 当社技術・研究・品質保証本部長

（現在）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数

(千株)

取締役

食品事業本
部副本部長
兼食品事業
本部マー
チャンダイ
ズユニット
担当兼食品
事業本部Ｂ
Ｓユニット
担当兼食品
事業本部フ
レッシュロ
ンユニット
担当

若　菜　　　智 昭和25年３月４日生

昭和49年４月 日清製粉株式会社（現株式会社日

清製粉グループ本社）入社

(注)1 3

平成12年６月 同社西部本部中四国営業部長

平成13年７月 日清製粉株式会社中四国営業部長

平成15年６月 同社名古屋営業部長

平成19年６月 当社取締役（現在）

当社食品事業本部副本部長兼食品

事業本部マーチャンダイズユニッ

ト管掌

平成21年６月 当社食品事業本部副本部長兼食品

事業本部マーチャンダイズユニッ

ト担当兼食品事業本部ＢＳユニッ

ト担当兼食品事業本部フレッシュ

ロンユニット担当（現在）

取締役

食品事業本
部副本部長
兼食品事業
本部生産部
担当

水　藤　彰　則 昭和28年７月12日生

昭和51年４月 当社入社

(注)1 9

平成９年６月 当社事業本部食品事業部部長代理

平成12年４月 当社事業本部食品事業部（埼玉）

部長代理

平成12年６月 当社食品事業部ＦＢ部次長

平成13年３月 当社ＴＰＭ推進センター所長

平成15年６月 当社技術部長

平成18年６月 当社東京工場長

平成20年６月 当社技術・品質保証本部長兼技術

・品質保証本部技術部長

当社取締役（現在）

平成21年６月 当社技術・研究・品質保証本部長

平成22年６月 当社食品事業本部副本部長兼食品

事業本部生産部担当（現在）

取締役

バイオ事業
本部長兼バ
イオ事業本
部バイオサ
イエンス部
長

新　井　秀　夫 昭和33年10月16日生

昭和56年４月 当社入社

(注)1 14

平成15年４月 当社バイオ事業部部長代理

平成16年４月 当社バイオ事業部次長

平成17年６月 当社バイオ事業本部ＤＧ・ＲＰユ

ニット担当部長

平成19年６月 当社バイオ事業本部バイオサイエ

ンス部長兼バイオ事業本部ライフ

サイエンス部副部長兼バイオ事業

本部バイオサイエンス部ＤＧ・Ｒ

Ｐユニット担当部長

平成20年６月 当社取締役（現在）

当社バイオ事業本部副本部長兼バ

イオ事業本部バイオサイエンス部

長兼バイオ事業本部バイオサイエ

ンス部ＤＧ・ＲＰユニット管掌

平成21年６月 当社バイオ事業本部副本部長兼バ

イオ事業本部バイオサイエンス部

長兼バイオ事業本部企画開発グ

ループ長兼バイオ事業本部リサー

チソリューションユニット部長

平成22年６月 当社バイオ事業本部長兼バイオ事

業本部バイオサイエンス部長（現

在）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数

(千株)

取締役

技術・研究
・品質保証
本部副本部
長兼技術・
研究・品質
保証本部研
究統括部長
兼技術・研
究・品質保
証本部研究
統括部酵母
機能開発室
長

神　前　　　健 昭和28年５月28日生

昭和52年４月 日清製粉株式会社（現株式会社日

清製粉グループ本社）入社

(注)1 2

平成11年６月 同社つくば研究所長

平成16年６月 日清製粉株式会社坂出工場長

平成19年９月 株式会社日清製粉グループ本社総

務本部長付参与

平成19年10月 当社経営企画本部酵母機能開発部

長兼東京食品研究所副所長兼東京

食品研究所酵母機能開発グループ

長

平成20年６月 当社経営企画本部酵母機能開発部

長兼経営企画本部研究統括室長兼

東京食品研究所副所長兼東京食品

研究所酵母機能開発グループ長

平成21年６月 当社取締役(現在)

当社技術・研究・品質保証本部副

本部長兼技術・研究・品質保証本

部研究統括部長兼技術・研究・品

質保証本部研究統括部酵母機能開

発室長兼食品事業本部食品研究所

副所長兼食品事業本部食品研究所

酵母機能開発グループ長

平成22年６月 当社技術・研究・品質保証本部副

本部長兼技術・研究・品質保証本

部研究統括部長兼技術・研究・品

質保証本部研究統括部酵母機能開

発室長（現在）

取締役

食品事業本
部副本部長
兼食品事業
本部営業統
括部長兼食
品事業本部
粉体ユニッ
ト担当兼食
品事業本部
フィリング
ユニット担
当

葛　西　茂　男 昭和29年１月５日生

昭和47年４月 当社入社

(注)1 5

平成８年６月 当社京都営業所長

平成11年２月 当社札幌営業所長

平成13年６月 当社関東営業所長

平成17年６月 当社食品事業本部営業統括部長

平成21年６月 当社取締役（現在）

当社食品事業本部副本部長兼食品

事業本部営業統括部長兼食品事業

本部粉体ユニット担当兼食品事業

本部フィリングユニット担当（現

在）

取締役 　 宮　内　泰　高 昭和24年１月31日生

昭和47年４月 日清製粉株式会社（現株式会社日

清製粉グループ本社）入社

(注)1 3

平成14年６月 株式会社日清製粉グループ本社執

行役員

平成17年６月 同社取締役総務本部長

平成19年６月 同社常務取締役総務本部長

平成21年６月 同社取締役副社長（代表取締役）

（現在）

当社取締役（現在）

常任監査役 常勤 山　﨑　増　郎 昭和22年６月12日生

昭和46年４月 日清製粉株式会社（現株式会社日

清製粉グループ本社）入社

(注)3 3

平成15年６月 株式会社日清製粉グループ本社執

行役員経理・財務本部副本部長

平成17年６月 同社執行役員経理・財務本部長

平成18年６月 同社取締役経理・財務本部長

平成18年６月 当社取締役

平成20年６月 株式会社日清製粉グループ本社常

務取締役経理・財務本部長

平成21年６月 当社常任監査役（現在）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数

(千株)

監査役 常勤 田　中　和　雄 昭和23年11月１日生

昭和49年４月 当社入社

(注)2 5

平成５年６月 当社横浜営業所長

平成８年６月 当社食品事業本部営業部部長代理

平成10年５月 当社事業本部食品事業部次長

平成11年４月 当社大阪営業所長

平成14年６月 当社名古屋営業所長

平成15年６月 当社監査室長

平成19年10月 当社内部統制室長

平成20年６月 当社監査役（現在）

監査役 非常勤 後　藤　明　史 昭和21年11月26日生

昭和48年２月 弁護士登録

(注)4 ―昭和55年５月 後藤法律事務所開設

平成18年６月 当社監査役（現在）

監査役 非常勤 本　田　信　行 昭和25年12月22日生

昭和48年４月 日清製粉株式会社（現株式会社日

清製粉グループ本社）入社

(注)2 1

平成８年６月 同社監査役付

平成13年６月 同社ＣＳ第１部（経理担当）

平成13年７月 株式会社日清製粉グループ本社経

理・財務本部

日清製粉株式会社監査役

平成18年６月 株式会社日清製粉グループ本社総

務本部

日清製粉株式会社監査役

平成19年６月 株式会社日清製粉グループ本社監

査役付兼内部統制部（現在）

平成20年６月 当社監査役（現在）

計 120

(注) １　取締役の任期は平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

２　監査役田中和雄及び本田信行の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係

る定時株主総会終結の時までであります。

３　常任監査役山﨑増郎の任期は平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

４　監査役後藤明史の任期は平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

５　取締役宮内泰高は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

６　監査役後藤明史及び本田信行は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

７　所有株式数の千株未満は四捨五入しております。

８　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役を

１名選任しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。

（氏名） （生年月日） 　 （略歴） 　
村田　國彦 昭和19年10月18日生 昭和43年４月 日清製粉株式会社（現株式会社

日清製粉グループ本社）入社
　

　 　 平成17年６月 株式会社日清製粉グループ本社
総務本部　監査室長

　

　 　 平成19年６月 ＮＢＣ株式会社（現株式会社ＮＢ
Ｃメッシュテック）監査役（現
在）

　

（注）補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 企業統治に関する事項

(a) 企業統治の体制

イ）企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

当社は、取締役会を業務執行に関する意思決定の中枢機関と位置付けており、重要な事項は全て

付議され、業績の進捗につき議論し対策等を検討・決定しております。更に社長を議長とし主要な

取締役、監査役で構成する常務会を月２回以上開催し、経営に関する基本方針や事業推進上の重要

事項等について討議し経営の意思決定の迅速化を図っております。また、当社は監査役会設置会社

であり、監査役は取締役の業務執行について随時監査を行い、取締役会に出席し意見を述べる等の

監督機能を果たしております。なお、社外監査役２名を選任しており、独立した立場からの経営の

監視機能がはたらいていると認識しております。

当社はコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方として、企業行動憲章及び役員・従

業員行動規範を制定し、法令の遵守に基づく企業倫理の重要性を認識するとともにコーポレート

・ガバナンスの充実が経営の重要課題の一つと認識しております。併せて、意思決定の迅速化と効

率化を図り、透明性の高い健全な経営に努めており、そのために上記の体制を今後も維持・向上さ

せることが重要であると判断しております。

当社の企業統治の体制を示す図は以下のとおりです。
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ロ）内部統制システムの整備の状況

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を

確保するための体制である内部統制システムにつきましては、平成18年５月11日開催の取締役会

において基本方針を決議いたしましたが、金融商品取引法等の求めに対応し、内部統制システムの

実効性を確保すること、及び反社会的勢力排除に向けた体制の整備に伴い、平成20年４月24日開催

の取締役会において、基本方針を一部変更いたしました。当社では下記のとおり基本方針を決議

し、専門組織としての内部統制室を中心として体制の構築、維持、改善に取組んでおります。

　

オリエンタル酵母工業株式会社グループの内部統制システムは、業務執行組織による指揮命令

系統の確立及び権限と責任の明確化、業務執行組織における長又は組織管理者による統制、組織間

（例えば事業部門と経理部門）の内部牽制を基盤とし、あわせて下記の体制をとっております。

　（Ⅰ）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ⅰ）「企業行動憲章」「役員・従業員行動規範」の周知と遵守を図る。

ⅱ）ＣＳＲ（企業の社会的責任）委員会が企業倫理、コンプライアンスを含めたＣＳＲ全般に

わたる協議を行い、方針を決定し実行を推進する。

ⅲ）社会の秩序や会社の健全な事業活動を脅かす勢力、団体に対しては毅然とした態度で臨

み、外部の専門機関と連携して、組織的に対応する。

ⅳ）内部通報制度として導入した「コンプライアンス・ホットライン制度」を維持・整備す

る。

ⅴ）取締役会その他重要な会議には、監査役が出席し必要な意見を述べる。

ⅵ）内部統制室は、内部統制システムの整備・運用を指導・推進する。また、内部統制室は独立

組織としてオリエンタル酵母工業の内部統制システムの評価及び「内部監査規程」に基づ

き、会社業務の全般にわたって内部監査を実施する。

 (Ⅱ）取締役の職務の執行に係る情報の保存・管理に関する体制

「情報管理規程」を制定し、業務の執行に係る文書その他の情報については適切に保存・

管理を行う。

（Ⅲ）損失の危険に関する規程その他の体制

事業活動に伴うリスクを把握し、予防及び発生時の対応策の策定と必要な規程等の制定を

し、適切なリスク管理を行う。

（Ⅳ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ⅰ）取締役会を毎月１回、必要な場合は随時開催し、利益計画に対する業績、職務執行状況をレ

ビューする。

ⅱ）常務会を随時開催し、経営に係わる基本方針について討議する。また、重要な課題に関して

は行程表による管理を行い、四半期毎に進捗を確認する。

（Ⅴ）企業集団における業務の適正を確保するための体制

ⅰ）オリエンタル酵母工業グループにおいての「企業行動憲章」「役員・従業員行動規範」

の周知と遵守の徹底を図る。

ⅱ）「関係会社管理規程」に基づき関係会社の指導と管理を行う。

ⅲ）監査役が関係会社の監査役を兼ね、業務の適正を監視する。

ⅳ）財務諸表等の財務報告の信頼性を確保するために、各業務の手順・方法等を定め、不正・

誤謬を排除する体制を整備・運用する。
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ⅴ）内部統制室は、オリエンタル酵母工業グループの内部統制システムの整備・運用を指導・

推進する。また、内部統制室は独立組織としてオリエンタル酵母工業グループの内部統制シ

ステムの評価及び「内部監査規程」に基づき、会社業務の全般にわたって内部監査を実施

する。

ⅵ）オリエンタル酵母工業グループの各子会社は内部統制委員会及び内部統制チームを設置

し、内部統制の維持・整備・改善及び定着を図る。

（Ⅵ）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における（監査役を補助す

べき）使用人に関する体制

監査役の職務を補助する者として必要に応じ補助者を置く。

（Ⅶ）監査役を補助する者の取締役からの独立性に関する事項

監査役を補助する者の人事については監査役と協議をし行う。

（Ⅷ）取締役・使用人が監査役（又は監査役会）に報告をするための体制その他の監査役（又は

監査役会）への報告に関する体制

監査役は取締役会その他重要な会議に出席し職務執行状況の報告を受ける。また重要事項

について、取締役は監査役会に報告をする。

（Ⅸ）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、会社を取り巻くリス

クのほか、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見を交換する。

　

ハ）リスク管理体制の整備の状況

当社は、安定的な生産体制を確保するため、主要原材料につきましては、事業本部が国内外の複

数供給元と密接な連携を取り、安定確保を図っております。また、環境保全、作業並びに設備の安全

・衛生、製造及び流通における品質保証等の徹底を図るために技術・研究・品質保証本部を設置

し、さまざまな事故につながる恐れのある異常な点を未然に察知して、現場改善を図る体制を整え

ております。

その他、グループ運営に係るさまざまな事業並びに法務リスクについては、内部監査部門として

の内部統制室並びに顧問弁護士との密接な連携を通じ、管理強化に努めております。

債権管理については、債権管理規程に基づき、適時債権管理委員会を開催し、関係会社を含む全

事業所の実態把握を通じて、万一に備えた万全の体制をめざしております。

なお、地震、火災等の自然災害、事件、事故等明らかに会社経営に重大な影響を及ぼす恐れのある

異常事態発生に備え、全社緊急連絡網による緊急連絡体制並びに緊急対応体制を整備しておりま

す。

ニ）社外監査役の責任限定契約について

社外監査役の責任限定契約の内容の概要につきましては、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損

害賠償責任の限度額は、親会社在籍の社外監査役である本田信行氏は600万円又は法令の定める最

低責任限度額のいずれか高い額、後藤明史氏は1,320万円または法令の定める最低責任限度額のい

ずれか高い額としております。
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(b) 内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続きについて

イ）組織、人員及び手続き

当社は、監査役４名で監査役会を組織し、監査役監査基準に基づき監査計画に従い監査を行って

おり、取締役会その他重要会議に出席し、また、代表取締役との定期的な会合を行っております。監

査役のうち常勤監査役２名は、分担して当社グループ各社の監査役を兼任し、各社の取締役会に出

席し意見を述べる等の監査機能を果たすとともに、グループ全体の経営の監視機能を果たしてお

ります。

常勤監査役２名のうち１名は、長年にわたる経理部門の経験を有しており、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有する者であります。また、社外監査役２名のうち１名は弁護士であり、もう

１名は親会社においての豊富な監査経験と知識を有しております。以上のような監査役の構成に

より、監査機能の強化が図られており、かつ監査役監査を支えるため監査役付２名を配しておりま

す。

ロ）内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携、監査と内部統制部門との関係

当社は内部監査部門として社長直轄の内部統制室（８名）を置き、内部監査規程に従い内部監

査を実施し、当社グループ各社の業務執行の適法性について監査し、監査役への報告を適切に行う

と共に、内部統制システムの整備・運用を指導・推進しております。

監査役は４名で監査役会を組織し、監査計画に従って取締役会、常務会等の重要会議に出席する

他、常勤監査役は分担して当社グループ各社の業務監査を行っております。

　なお、監査役会は、内部統制室から監査結果についてその都度報告を受け、意見交換を行いながら

連携を図っております。監査役と会計監査人とは定期的に連絡会を開催し、会計監査人から監査計

画及び監査結果について報告、説明を受け、情報交換を行う等して連携を図っております。

　

(c) 社外取締役及び社外監査役

当社は社外取締役を１名、社外監査役を２名選任しております。

当社の社外取締役は、親会社である株式会社日清製粉グループ本社の役員を兼務しており、企業

経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有し、当社の取締役会の監督機能及び経営力全般強化

のため、社外取締役として適任な方と判断いたしました。当社では効率的な経営を推進するに当た

り、同氏から経験や見識に基づく専門性と客観的視点で提言をいただいております。

社外監査役につきましては、２名のうち１名は弁護士であり、弁護士としての法務面の高い専門

性と、豊富な経験・知識に基づいた見解を活かし、監査役会の監査体制を充実させるため、当社の

社外監査役として適任な方と判断いたしました。なお、同氏と当社との間には人的関係、資本的関

係または取引関係その他の利害関係はありません。もう１名は、親会社の監査役付を兼務し、監査

の豊富な経験と知識を有し、監査役会の監査機能強化のため、当社の社外監査役として適任な方と

判断しております。

社外取締役、社外監査役に対しては管理本部総務部が窓口となって取締役会資料を始めとする

重要資料の事前配布、および重要テーマの説明を適時行っております。その上で取締役会に出席

し、付議する議案について質問、意見など適宜発言を行っております。

また、社外監査役は、監査役会に出席し、内部統制室からの監査結果について報告を受け、意見交

換を行うなど連携を図っており、会計監査人との定期的な連絡会にも出席しております。

　

(d) 役員の報酬等

イ）役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数
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役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
(人)基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く） 184 107 33 44 13

監査役
(社外監査役を除く） 26 20 0 6 3

社外役員 14 13 0 0 4

　

ロ）役員ごとの報酬等の総額等

当事業年度において連結報酬等の総額が１億円以上となる該当者がいないため、記載しており

ません。

　

ハ）使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なもの

該当事項はありません。

　

ニ）役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社は、平成18年６月29日開催の第120回定時株主総会において取締役の報酬額を年額240百万

円以内、監査役の報酬額を年額96百万円以内と決議しております。また、各取締役の報酬につきま

しては取締役会において決議し、各監査役の報酬につきましては監査役の協議により決定してお

ります。当社の役員の基本報酬は役位、役割をもとにした一定の基準により支給されております。

賞与は業績等による変動要素を勘案し支給しております。

また、退職慰労金につきましては、退任した際に株主総会の決議により支給しております。その

額は、内規による役位、在任年数をもとにしており、年度別に計算し、退任までの累計慰労金を支給

しております。
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(e) 株式保有状況

イ）投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表額の合計

額（上場・非上場会社すべて含む）

　

　　　銘柄数　　　　　　　　　：53銘柄

　　　貸借対照表計上額の合計額：1,578百万円

　

ロ）保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

銘　　柄 株式数（株） 貸借対照表計上額
(百万円) 保有目的

山崎製パン株式会社 278,270 321

当社との取引関係を
維持・拡大し、当社の
事業活動を円滑に遂
行するため。

株式会社
三井住友フィナンシャルグループ 47,169 145

当社との金融取引関
係を維持・強化し、当
社の財務活動を円滑
に遂行するため。

株式会社
みずほフィナンシャルグループ 495,480 91 同上

三菱商事株式会社 34,500 84

当社との取引関係を
維持・拡大し、当社の
事業活動を円滑に遂
行するため。

株式会社千葉銀行 100,000 55

当社との金融取引関
係を維持・強化し、当
社の財務活動を円滑
に遂行するため。

株式会社群馬銀行 104,077 53 同上

株式会社イナリサーチ 1,000 50

当社との取引関係を
維持・拡大し、当社の
事業活動を円滑に遂
行するため。

株式会社医学生物学研究所 123,000 46 同上

サッポロホールディングス株式会社 90,000 43 同上

株式会社中村屋 79,866 37 同上

三井住友海上グループ
ホールディングス株式会社 13,545 35

当社グループとの取
引関係を維持・強化
し、当社グループの事
業活動を円滑に遂行
するため。

　

ハ）保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額
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並びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当事項はありません。

　

② 会計監査の状況

会計監査につきましては、新日本有限責任監査法人と監査契約を結び、計算書類等の監査証明及

び財務書類の監査証明並びに内部統制監査を受けております。当期において業務を執行した公認

会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下のとおりです。

・業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数

公認会計士等の氏名等 所属する監査法人名

指定有限責任社員

業務執行社員

塚原　雅人
新日本有限責任監査法人

會田　将之

(注) 継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

・会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　６名、その他　９名

③ 取締役の定数

当社の取締役は16名以内とする旨定款に定めております。

④ 取締役の選任の決議要件

取締役の選任決議につきましては、株主総会において議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めて

おります。また、取締役の選任については、累積投票によらない旨も定款で定めております。

⑤ 株主総会決議事項を取締役会で決議できることとした事項

イ）自己の株式の取得

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役

会の決議によって市場取引等により、自己の株式を取得することができる旨を定款に定めており

ます。

ロ）中間配当

当社は、中間配当について、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当を

することができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目

的としております。

⑥ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める決議に

ついて、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 43 ― 43 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 43 ― 43 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度及び当連結会計年度）

　該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度及び当連結会計年度）

　該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、当社の事業規模及び関係会社の数等を勘案して立てられた監査計画の

監査日数に基づき監査報酬の額を決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成20年４月１日から平成

21年３月31日まで)及び前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)及び当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本有限責任監査法人による監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基

準等の内容を適切に把握し、また、会計基準等の変更等についても的確に対応することができる体制を整備

するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、各種情報を取得するとともに、当該法人や監査法人、各

種団体の行う研修への参加、並びに会計専門誌の定期購読等を行っております。さらに、連結子会社等にお

いて各社社長が個別決算内容等の連結財務諸表等の基礎となる情報が適正に作成されていることを十分に

確認したことを踏まえ、各社社長がその旨を記載した宣誓書に自署押印し、当社社長へ提出する体制をと

り、また、当社内においても経理責任者が同様の確認を行ったうえで宣誓書に自署押印し、当社社長へ提出

する体制をとることで、連結財務諸表等の適正性の確保に努めております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,651 6,098

受取手形及び売掛金 11,952 12,035

有価証券 1,999 1,500

たな卸資産 ※1
 4,191

※1
 4,312

繰延税金資産 281 372

その他 127 106

貸倒引当金 △30 △26

流動資産合計 22,173 24,397

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 18,714

※2
 18,924

減価償却累計額 △11,724 △11,996

建物及び構築物（純額） 6,990 6,928

機械装置及び運搬具 ※2
 21,767

※2
 21,741

減価償却累計額 △17,690 △17,767

機械装置及び運搬具（純額） 4,076 3,974

土地 2,611 2,613

リース資産 30 160

減価償却累計額 △4 △18

リース資産（純額） 25 141

建設仮勘定 25 60

その他 3,806 3,851

減価償却累計額 △3,270 △3,321

その他（純額） 536 530

有形固定資産合計 14,267 14,248

無形固定資産 402 427

投資その他の資産

投資有価証券 ※3
 3,112

※3
 3,378

繰延税金資産 999 1,002

その他 440 ※3
 474

貸倒引当金 △36 △37

投資その他の資産合計 4,516 4,818

固定資産合計 19,186 19,494

資産合計 41,360 43,892
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,362 7,521

短期借入金 70 －

リース債務 6 29

未払金 2,299 2,452

未払法人税等 360 1,013

役員賞与引当金 34 49

その他 1,254 1,385

流動負債合計 11,388 12,452

固定負債

リース債務 19 112

長期未払金 74 80

長期預り金 771 690

退職給付引当金 3,204 3,239

役員退職慰労引当金 272 300

固定負債合計 4,343 4,423

負債合計 15,731 16,875

純資産の部

株主資本

資本金 2,617 2,617

資本剰余金 1,886 1,886

利益剰余金 20,826 22,115

自己株式 △289 △298

株主資本合計 25,041 26,320

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 305 387

為替換算調整勘定 △35 △27

評価・換算差額等合計 269 360

少数株主持分 317 336

純資産合計 25,628 27,016

負債純資産合計 41,360 43,892
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 64,008 63,522

売上原価 50,257 48,539

売上総利益 13,750 14,982

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 12,212

※1, ※2
 12,248

営業利益 1,538 2,734

営業外収益

受取利息 19 13

受取配当金 34 30

持分法による投資利益 79 93

その他 121 96

営業外収益合計 255 235

営業外費用

支払利息 10 5

為替差損 － 11

コミットメント手数料 4 4

その他 18 20

営業外費用合計 34 42

経常利益 1,759 2,926

特別利益

固定資産売却益 ※3
 55 －

投資有価証券売却益 － 11

事業譲渡益 － 400

その他 － ※5
 7

特別利益合計 55 418

特別損失

固定資産除却損 ※4
 150

※4
 252

投資有価証券評価損 46 －

役員退職慰労金 19 18

厚生年金基金脱退損 － 54

その他 ※6
 12

※6
 11

特別損失合計 228 337

税金等調整前当期純利益 1,586 3,007

法人税、住民税及び事業税 769 1,376

法人税等調整額 △51 △145

法人税等合計 718 1,231

少数株主利益 35 29

当期純利益 831 1,747
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,617 2,617

当期末残高 2,617 2,617

資本剰余金

前期末残高 1,886 1,886

当期変動額

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 1,886 1,886

利益剰余金

前期末残高 20,388 20,826

当期変動額

剰余金の配当 △393 △457

当期純利益 831 1,747

自己株式の処分 △1 △0

当期変動額合計 437 1,289

当期末残高 20,826 22,115

自己株式

前期末残高 △227 △289

当期変動額

自己株式の取得 △73 △10

自己株式の処分 11 0

当期変動額合計 △61 △9

当期末残高 △289 △298

株主資本合計

前期末残高 24,665 25,041

当期変動額

剰余金の配当 △393 △457

当期純利益 831 1,747

自己株式の取得 △73 △10

自己株式の処分 10 0

当期変動額合計 375 1,279

当期末残高 25,041 26,320
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 576 305

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△271 81

当期変動額合計 △271 81

当期末残高 305 387

為替換算調整勘定

前期末残高 0 △35

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△36 8

当期変動額合計 △36 8

当期末残高 △35 △27

評価・換算差額等合計

前期末残高 577 269

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△307 90

当期変動額合計 △307 90

当期末残高 269 360

少数株主持分

前期末残高 319 317

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2 18

当期変動額合計 △2 18

当期末残高 317 336

純資産合計

前期末残高 25,562 25,628

当期変動額

剰余金の配当 △393 △457

当期純利益 831 1,747

自己株式の取得 △73 △10

自己株式の処分 10 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △310 109

当期変動額合計 65 1,388

当期末残高 25,628 27,016
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,586 3,007

減価償却費 2,214 2,119

貸倒引当金の増減額（△は減少） △23 △3

退職給付引当金の増減額（△は減少） 78 34

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △12 28

受取利息及び受取配当金 △54 △44

支払利息 10 5

持分法による投資損益（△は益） △79 △93

投資有価証券売却損益（△は益） △1 △11

有形固定資産売却損益（△は益） △55 －

有形固定資産除却損 146 252

投資有価証券評価損益（△は益） 46 －

事業譲渡損益（△は益） － △400

売上債権の増減額（△は増加） 275 △279

たな卸資産の増減額（△は増加） △293 △197

仕入債務の増減額（△は減少） △191 295

未払消費税等の増減額（△は減少） 72 29

その他 189 202

小計 3,906 4,946

利息及び配当金の受取額 67 60

利息の支払額 △11 △5

法人税等の支払額 △524 △752

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,438 4,249

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △610 △3,130

定期預金の払戻による収入 110 610

有形固定資産の取得による支出 △1,454 △2,017

有形固定資産の売却による収入 68 3

無形固定資産の取得による支出 △81 △181

投資有価証券の取得による支出 △7 △153

投資有価証券の売却による収入 3 122

連結の範囲の変更に伴う出資金の売却による収
入

－ 8

出資金の払込による支出 － △64

その他の投資等の増加による支出 △23 △19

その他の投資等の減少による収入 29 16

事業譲渡による収入 － ※2
 555

その他 △121 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,086 △4,256
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △130 △70

長期借入金の返済による支出 △601 －

配当金の支払額 △393 △457

自己株式の売却による収入 10 0

自己株式の取得による支出 △73 △10

少数株主への配当金の支払額 △22 △16

その他 △4 △13

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,214 △568

現金及び現金同等物に係る換算差額 △31 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 106 △572

現金及び現金同等物の期首残高 4,868 5,041

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 66 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 5,041

※1
 4,468
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　11社

主要な連結子会社名は、「第１ 企業の概況４　

関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　当連結会計年度より東酵（上海）商貿有限公司、

OYC EU B.V. は重要性が増したため連結の範囲に

含めております。

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　９社

　　　主要な連結子会社名は、「第１ 企業の概況４

　　関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　　　当連結会計年度より連結子会社エスケーフー　　　

　　ーヅ㈱（㈱OYCフーズネットに商号変更）が連結　

　　子会社㈱パニーフーズネットを吸収合併してお　　　

　　ります。また、連結子会社東酵（上海）商貿有　

　　限公司の出資金の一部譲渡に伴い持分比率が減　　

　　少したことにより同社を連結の範囲から除外し　

　　ております。この結果、前連結会計年度に比べ　

　　連結子会社数が２社減少しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社　オリエンタルサービス㈱

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結

の範囲から除いております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

同左

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の非連結子会社数　１社

会社名　オリエンタルサービス㈱

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の非連結子会社数　１社

会社名　オリエンタルサービス㈱

(2) 持分法適用の関連会社数　２社

会社名　大山ハム㈱、ヤマジョウ商事㈱

(2) 持分法適用の関連会社数　３社

会社名　大山ハム㈱、ヤマジョウ商事㈱、東酵（上

海）商貿有限公司

なお、東酵（上海）商貿有限公司の出資金の一

部譲渡に伴い持分比率が減少したことにより同社

を連結の範囲から除外し持分法適用の関連会社に

含めております。

(3) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会

社

　非連結子会社（(有)アルプス自然堂）及び関連

会社（㈱本郷ファーム管理センター）は、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、持分法の対象から除いて

も連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。

(3) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会

社

　　非連結子会社（(有)アルプス自然堂）及び関　

　連会社（㈱本郷ファーム管理センター）は、当

　期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

　（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象　

　から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

　であり、かつ、全体としても重要性がないた　　

　め、持分法の適用範囲から除外しております。

　　持分法適用会社のうち東酵（上海）商貿有限

　公司の決算日は12月31日であります。連結財務

　諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務　

　諸表を使用しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち東酵（上海）商貿有限公司、OYC

Americas,Inc.（平成21年１月１日にOYC

International,Inc.から社名変更しております）、

OYC EU B.V.の３社の決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の

財務諸表を使用しております。なお、連結決算日まで

の期間に発生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　連結子会社のうちOYC Americas,Inc.、OYC EU 

    B.V.の決算日は12月31日であります。連結財務諸　　

　　表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表

　　を使用しております。なお、連結決算日までの期

　　間に発生した重要な取引については、連結上必要　

　　な調整を行っております。
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　 前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券……償却原価法(定額法)

その他有価証券 ……時価のあるもの

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております。）

……時価のないもの

移動平均法による原価法

②　デリバティブ ……時価法

③　たな卸資産 　
製品及び仕掛品 ……主として総平均法による

原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により

算定しております。）

商品、原材料及び

貯蔵品

……主として移動平均法によ

る原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法によ

り算定しております。）
 

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券……同左

その他有価証券 ……時価のあるもの

同左

 

 

 

……時価のないもの

　　同左

②　デリバティブ ……同左

③　たな卸資産 　
製品及び仕掛品 ……同左

 

 

 

商品、原材料及び

貯蔵品

……同左
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前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　……当社及び国内連結子会社は、主として

定率法(ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(附属設

備を除く)は定額法)を採用し、

在外連結子会社は定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物 ２～60年

機械装置及び運搬具 ２～17年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）……同左

無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　……定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

リース資産　……所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

は、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採

用しております。

　なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース

取引開始日が平成20年３月31日

以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっておりま

す。

無形固定資産（リース資産を除く）……同左

 
リース資産　……同左

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　当社及び国内連結子会社は、売上債権、貸付金等

の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。在外連結子会社について

は、個別の債権の回収可能性を勘案した所要見積

額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

②　役員賞与引当金

　当社及び国内連結子会社は、役員に対する賞与の

支出に備えるため、支給見込額を計上しておりま

す。

②　役員賞与引当金

同左

③　退職給付引当金

　当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生した連結会計年度から費用処理することと

しております。

③　退職給付引当金

　当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生した連結会計年度から費用処理することと

しております。

 
（会計方針の変更）
　当連結会計年度から、「退職給付に係る会計基

準」の一部改正（その３）（企業会計基準第19

号　平成20年７月31日）を適用しております。な

お、これによる損益、セグメント情報及び退職給

付債務の差額の未処理残高に与える影響はあり

ません。

④　役員退職慰労引当金

　当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度末

要支給見込額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金

同左

(4) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっておりま

す。

(4) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれん及び負ののれんについては、その効果の発現

する期間にわたって均等償却を行うこととしており

ます。

　なお、少額なものについては発生年度に一括償却す

る方法によっております。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっており

ます。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(重要な資産の評価基準及び評価方法の変更）

　たな卸資産

　当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表

分）を適用しております。これに伴い、たな卸資産の評

価基準及び評価方法を、製品及び仕掛品については主

として総平均法による原価法から、主として総平均法

による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）に、商品、原材料及び貯

蔵品については主として移動平均法による原価法か

ら、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）にそれぞれ変更しております。

　これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益がそれぞれ23百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。

 

　　　　　　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりましたが、当連結会計年度より、「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成

５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年

３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６

年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

　なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続

き採用しております。

　この変更に伴う当連結会計年度の損益に与える影響

及びセグメント情報に与える影響はありません。

 
（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

　関する当面の取扱い）

　当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在

外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しておりま

す。

　この変更に伴う当連結会計年度の損益に与える影響

及びセグメント情報に与える影響はありません。

　　　　　　　＿_____＿＿＿＿＿＿＿_

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              _______________________
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　 前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

（追加情報）

有形固定資産の耐用年数の変更

　当社及び国内連結子会社の機械装置については、従

来、耐用年数を７～15年としておりましたが、当連結会

計年度より５～10年に変更しております。この変更は、

法人税法の改正を契機に見直しを行ったものでありま

す。

　この変更に伴う当連結会計年度の損益に与える影響

及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。

　　　　　　　＿_____＿＿＿＿＿＿＿_
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【表示方法の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（連結損益計算書関係）

　前連結会計年度において営業外費用「その他」に含

めて表示しておりました「コミットメント手数料」

（前連結会計年度４百万円）は、営業外費用の総額の

100分の10を超えることとなったため、当連結会計年度

においては区分掲記することといたしました。

              ______________________
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 当連結会計年度

(平成21年３月31日） (平成22年３月31日）

※１

 
 
 
 

※２

 

たな卸資産

　商品及び製品 2,446百万円

　仕掛品 987百万円

　原材料及び貯蔵品 756百万円

有形固定資産の圧縮記帳累計額

建物及び構築物 90百万円

機械装置及び運搬具 172百万円

計 263百万円

※１

 
 
 
 

※２

 

たな卸資産

　商品及び製品 2,626百万円

　仕掛品 952百万円

　原材料及び貯蔵品 733百万円

有形固定資産の圧縮記帳累計額

建物及び構築物 90百万円

機械装置及び運搬具 172百万円

計 262百万円

※３ 非連結子会社及び関連会社に係る項目

　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券(株式)
 

1,649百万円
 

※３ 非連結子会社及び関連会社に係る項目

　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券（株式）
投資その他の資産のその他
（出資金）

1,744百万円
 

64百万円

　４ 　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため、特定融資枠契約(コミットメ

ントライン契約)(取引銀行4行)を締結しておりま

す。

　これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。

特定融資枠契約の総額 3,300百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 3,300百万円

　４ 　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため、特定融資枠契約(コミットメ

ントライン契約)(取引銀行4行)を締結しておりま

す。

　これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。

特定融資枠契約の総額 3,300百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 3,300百万円
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１ 　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

運賃・保管料 2,641百万円

給料・賃金 2,515百万円

退職給付費用 219百万円

役員退職慰労引当金繰入額 60百万円

役員賞与引当金繰入額 34百万円

研究開発費 1,312百万円

※１ 　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

運賃・保管料 2,577百万円

給料・賃金 2,500百万円

退職給付費用 253百万円

役員退職慰労引当金繰入額 62百万円

役員賞与引当金繰入額 48百万円

研究開発費 1,390百万円

※２ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる

研究開発費
1,312百万円

※２ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる

研究開発費
1,390百万円

※３ 　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 55百万円

計 55百万円

　 　　　　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

※４ 　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 98百万円

機械装置及び運搬具
無形固定資産

43百万円
3百万円

その他 4百万円

計 150百万円

※４ 　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 133百万円

機械装置及び運搬具 112百万円

その他 7百万円

計 252百万円

　 　　　　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ※５ 　特別利益の「その他」の内訳は次のとおりであ

ります。

出資金売却益 7百万円

計 7百万円

※６

 

 

　特別損失の「その他」の内訳は次のとおりであ
ります。

会員権等評価損 3百万円

貸倒引当金繰入額 9百万円

計 12百万円

※６ 　特別損失の「その他」の内訳は次のとおりであ
ります。

会員権等評価損 3百万円

貸倒引当金繰入額 2百万円

持分変動損失 4百万円

その他 1百万円

計 11百万円

　

EDINET提出書類

オリエンタル酵母工業株式会社(E00449)

有価証券報告書

 58/114



(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 33,171 ― ― 33,171

合計 33,171 ― ― 33,171

自己株式 　 　 　 　

普通株式 357 128 18 466

合計 357 128 18 466

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加128千株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加98千株及び単元

未満株式の買取請求による増加30千株による増加であります。

普通株式の自己株式の株式数の減少18千株は、単元未満株式の売渡請求による減少であります。

　
２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 196百万円 ６ 円 平成20年３月31日 平成20年６月30日

平成20年10月29日
取締役会

普通株式 196百万円 ６ 円 平成20年９月30日 平成20年12月９日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 261百万円利益剰余金 ８ 円 平成21年３月31日 平成21年６月29日
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 33,171 ― ― 33,171

合計 33,171 ― ― 33,171

自己株式 　 　 　 　

普通株式 466 22 1 488

合計 466 22 1 488

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加22千株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。

普通株式の自己株式の株式数の減少1千株は、単元未満株式の売渡請求による減少であります。

　
２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 261百万円 ８ 円 平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年10月29日
取締役会

普通株式 196百万円 ６ 円 平成21年９月30日 平成21年12月8日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 196百万円利益剰余金 ６ 円 平成22年３月31日 平成22年６月30日

　

EDINET提出書類

オリエンタル酵母工業株式会社(E00449)

有価証券報告書

 60/114



(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,651百万円

有価証券勘定 1,999百万円

計 5,651百万円

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金
△610百万円

現金及び現金同等物 5,041百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,098百万円

有価証券勘定 1,500百万円

計 7,598百万円

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金
△3,130百万円

現金及び現金同等物 4,468百万円

　 　　　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿　 ※２ 　事業譲渡により減少した資産及び負債の主な内

訳は次のとおりであります。

流動資産 277百万円

固定負債 △122百万円

事業譲渡益 400百万円

事業譲渡による収入 555百万円
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　ファイナンス・リース取引（借主側）
（１） 所有権移転外ファイナンス・リース取引
　①リース資産の内容
　　有形固定資産
　　　主として、営業用車両（機械装置及び運搬具）
　　　であります。
　②リース資産の減価償却の方法
　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　「（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法」に　　
　
　　記載のとおりであります。
　　なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以
　前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ
　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会
　計処理を行っております。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引

１　ファイナンス・リース取引（借主側）
（１） 所有権移転外ファイナンス・リース取引
　①リース資産の内容
　　有形固定資産
　　　主として、営業用車両、品質管理用検査機
　（機械装置及び運搬具）であります。
　②リース資産の減価償却の方法
　　　同左　　　
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リース物件の所
有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

　　　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額
 

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

建物及び
構築物

494 369 124

機械装置及び
運搬具

188 120 67

その他 203 169 34

合計 885 659 226

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　　　② 未経過リース料期末残高相当額

　 １年以内 98百万円

　 １年超 127百万円

　 合計 226百万円

　　　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額
 

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

建物及び
構築物

338 261 76

機械装置及び
運搬具

146 107 39

その他 90 78 11

合計 575 447 127

　　 同左

 

 

　　　② 未経過リース料期末残高相当額

　 １年以内 79百万円

　 １年超 48百万円

　 合計 127百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

同左

　　　③支払リース料及び減価償却費相当額

　 支払リース料 131百万円

　 減価償却費相当額 131百万円

　　　③支払リース料及び減価償却費相当額

　 支払リース料 98百万円

　 減価償却費相当額 98百万円

　　　④減価償却費相当額の算定方法　

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

　　　④減価償却費相当額の算定方法　

同左

２　オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも
のに係る未経過リース料

１年以内 ４百万円

１年超 ４百万円

合計 ８百万円

２　オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも
のに係る未経過リース料

１年以内 ５百万円

１年超 ９百万円

合計 14百万円
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(金融商品関係)

　当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　

　　１．金融商品の状況に関する事項

　

　　(１) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、今後の戦略投資等に対する待機資金及び一時的な余資については確定利回りの定

期預金や有価証券にて運用することとし、売買差益を獲得する目的や投機的目的のための運用は行わ

ない方針であります。また、資金調達については短期の資金需要に関しては銀行借入により、長期の資

金需要に関しては銀行借入、社債発行等を市場の状況等を勘案した上で最適な方法により調達する方

針であります。　　　　　　　　　

投資有価証券は、取引先企業との業務または資本提携等に関連する株式を取得及び保有することを

原則としております。

デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、売買差益を獲得する目的や投機的

目的のために単独で利用することは行わない方針であります。

　（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

現金及び預金は主に定期預金で運用しており、有価証券は主として債券による運用を行っておりま

すが、いずれも預け入れ先または発行体の信用リスク、及び市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。これらのリスクに関しては、当社グループの内規により、運用対象資産、預け入れ先または発行体、

運用期間及び預け入れ先または発行体ごとの運用上限額等を限定することでリスクを最小化するとと

もに、リスクの分散を図ることとしております。

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社グループの内規に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信

用状況を定期的に把握する体制としており、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や低減を

図っております。

投資有価証券は、取引先企業との業務または資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リス

クに晒されておりますが、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状態等を把握する体制として

おります。

営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金は、流動性リスクに晒されておりますが、そのほと

んどが１年以内の支払期日であり、当社グループでは、資金繰り計画を作成する等の方法により管理し

ております。

デリバティブ取引においては、将来の為替変動によるリスクを回避する目的で、特定の外貨建金銭債

権等を対象として為替予約取引を利用しております。この取引については相場変動による一般的な市

場リスクを有しております。このリスクを低減するため、当社グループの内規により対象となる実需取

引を超えるものを禁じており、その総額に対してデリバティブ取引を行える一定割合を定めておりま

す。また、この取引については、当社財務担当部門が計画を策定し担当役員の承認を経て実施しており

ます。この取引の管理に当たっては、当社財務担当部門が毎月銀行等よりデリバティブ取引の残高通知

書を受領し、実績との一致を確認の上、担当役員を通じ定期的に役員会等に報告する体制を敷いており

ます。また、当社グループのデリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い金融機関等であるため

相手方の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識しております。

　

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

EDINET提出書類

オリエンタル酵母工業株式会社(E00449)

有価証券報告書

 63/114



金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりに

なっております。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。（（注

2）を参照ください。）

　

　 　 　 （単位：百万円）

　
連結貸借対照表計上額 時　価 差　額

(1)　現金及び預金 6,098 6,098 ―

(2)　受取手形及び売掛金 12,035 12,035 ―

(3)　有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　　　　満期保有目的の債券 1,500 1,500 ―

　　　　その他有価証券 1,174 1,174 ―

　　　資産計 20,807 20,807 ―

(1)　支払手形及び買掛金 7,521 7,521 ―

(2)　未払金 2,452 2,452 ―

　　　負債計 9,974 9,974 ―

　　　デリバティブ取引※ (3) (3) ―

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については、（　）で示しております。　　

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　資　産

　(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

　(3)有価証券及び投資有価証券

株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格を時

価としております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注

記を参照ください。

　負　債

　(1)支払手形及び買掛金、(2)未払金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

　デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。
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(注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 2,204

非上場株式は、市場性がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要すると見込ま

れ、時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。

従って、「(3)　有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

（注3）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　 　 　 　 （単位：百万円）

　
１年以内

１年超
５年以内

５年超
１０年以内

１０年超

現金及び預金 6,098 ― ― ―

受取手形及び売掛金 12,035 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

　満期保有目的の債券 1,500 ― ― ―

合　計 19,633 ― ― ―

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適

用しております。
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(有価証券関係)

　前連結会計年度

　

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成21年３月31日)

　 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

時価が連結貸借対照表計
上額を超えないもの

(1)　国債・地方債等 1,499 1,499 △0

(2)　社債 ― ― ―

(3)　その他 ― ― ―

合計 1,499 1,499 △0

　

２　その他有価証券で時価のあるもの(平成21年３月31日)

　 種類
取得原価

(百万円)

連結貸借対照表

計上額

(百万円)

差額

(百万円)

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1)株式 466 1,005 538

(2)債券 ― ― ―

①国債・地方債等 ― ― ―

②社債 ― ― ―

③その他 ― ― ―

(3)その他 ― ― ―

小計 466 1,005 538

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

(1)株式 133 100 △32

(2)債券 ― ― ―

①国債・地方債等 ― ― ―

②社債 ― ― ―

③その他 ― ― ―

(3)その他 ― ― ―

小計 133 100 △32

合計 599 1,106 506

(注)　　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について８百万円減損処理を行っており

ます。

　なお、当該株式の減損にあたっては、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて30％程度以上

下落した場合には、原則として減損処理を行うこととしております。
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３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

売却額(百万円) 　 売却益の合計額(百万円) 　 売却損の合計額(百万円)

3 　 1 　 0

　

４　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成21年３月31日)

(1) 満期保有目的の債券

譲渡性預金　　　　　　　　　　　　　　　　500百万円

(2) その他有価証券

非上場株式　　　　　　　　　　　　　　　　357百万円

　

５　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

(平成21年３月31日)

　

　 　
１年以内
(百万円)

　
１年超
５年以内
(百万円)

　
５年超
10年以内
(百万円)

　
10年超
(百万円)

　①　債券 　　 　　 　　 　　

　　　国債・地方債等 　 1,499　 ― 　 ― 　 ―

　　　社債 　 ― 　 ― 　 ― 　 ―

　　　その他 　 500　 ― 　 ― 　 ―

　②　その他 　 ― 　 ― 　 ― 　 ―

合計 　 1,999　 ― 　 ― 　 ―
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　当連結会計年度

　

１．満期保有目的の債券（平成22年３月31日）

　

　 連結貸借対照表計上
額 時価 差額

　 （百万円） （百万円） （百万円）
時価が連結貸借対
照表計上額を超え
ないもの

1,500 1,500 ―

合　　計 1,500 1,500 ―

　

２．その他有価証券（平成22年３月31日）

　

　 種類
連結貸借対照
表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

（１）株式 1,129 487 642

（２）債券 ― ― ―
①国債・地方債
等 ― ― ―

②社債 ― ― ―

③その他 ― ― ―
（３）その他
    ― ― ―

     小　　計 1,129 487 642

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

（１）株式 44 51 △6

（２）債券 ― ― ―
①国債・地方債
等 ― ― ―

②社債 ― ― ―

③その他 ― ― ―
（３）その他
    ― ― ―

     小　　計 44 51 △6

     合       計 1,174 538 635

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額460百万円）は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・

フローを見積るには過大なコストを要すると見込まれ、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものであります。従って、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

３.当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　

種類 売却額
（百万円）

売却益の合計
額

（百万円）

売却損の合計
額

（百万円）
（１）株式 122 11 ―

（２）債券 ― ― ―
①国債・地方債
等 ― ― ―

②社債 ― ― ―

③その他 ― ― ―
（３）その他
    ― ― ―

     合　　計 122 11 ―
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(デリバティブ取引関係)

　前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　取引の状況に関する事項

　
(1) 取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引であります。

(2) 取引に対する取組方針
　為替予約取引は、外貨建輸出入取引高の一定の範囲内で利用しており、１年を
超える長期契約は行っておりません。投機的な取引及び短期的な売買差益を得
る取引は行いません。

(3) 取引の利用目的
　為替予約取引は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを回避する目的で利
用しております。

(4) 取引に係るリスクの内容
　デリバティブ取引には、為替レートの変動リスク及び取引先の債務不履行に係
るリスク(信用リスク)があります。利用しているデリバティブ取引は、実需をも
とにした一定の範囲内での取引なのでその評価損益が経営に重大な影響を及ぼ
すことはないと考えております。また、信用度の高い大手金融機関を取引相手と
しておりますので、信用リスクはほとんどないと判断しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制
　デリバティブ取引は、財務担当部門が内容・取引相手・想定元本等について計
画を策定し、担当役員の承認を経て実施しております。取引内容は担当部門内の
相互牽制によりチェックを行うとともに、担当役員より、取引状況を定期的に役
員会等に報告しております。

　

２　取引の時価等に関する事項

　

(1) 通貨関連
　為替予約取引を行っておりますが、連結会計年度末に外貨建金銭債権債務等に
振り当てたことにより、当該外貨建金銭債権債務等の換算を通じて連結財務諸
表に計上されているため、時価等の開示対象はありません。

　

　当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　

　　　　(1)通貨関連

　

　
種類

契約額等
（百万円）

うち１年超
（百万円）

時価　　（百
万円）

評価損益
（百万円）

市場取引 為替予約取引 　 　 　 　

以外の取引 　売建 　 　 　 　

　 　　米ドル 121 ― △３ △３
　 　 　 　 　 　

合　計 121 ― △３ △３

（注）　時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格等によっております。

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当する事項はありません。

次へ
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

おります。また、当社は退職給付信託を設定しております。

なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度末では４社が退職一時金について有しており、また、適格

退職年金制度は２年金（結合契約の重複分を除外後）を有しております。なお、当連結会計年度末現在、

連結子会社１社はこの他に複数事業主制度による企業年金（日本冷凍食品厚生年金基金）に加盟してお

り、他の連結子会社１社は当連結会計年度において、当複数事業主制度による企業年金を脱退しておりま

す。

要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項

　 （平成20年3月31日現在）（平成21年3月31日現在）
年金資産の額 21,307百万円 17,544百万円
年金財政計算上の給付債務の額 22,892百万円 23,241百万円
差引額 △1,584百万円 △5,697百万円

　 　 　

(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

前連結会計年度 1.55％ （平成20年３月分掛金拠出額）
当連結会計年度 0.78％ （平成21年３月分掛金拠出額）

(3) 補足説明

上記(1)の差引額は、剰余金△2,035百万円から過去勤務債務996百万円及び資産評価調整額　　 2,665百

万円を差引いた額であります。

２　退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度
(平成21年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

(百万円)

イ　退職給付債務

ロ　年金資産

△5,947

1,928

△5,498

2,241

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ)

ニ　未認識数理計算上の差異

△4,019

814

△3,257

18

ホ　連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ) △3,204 △3,239

ヘ　退職給付引当金(ホ) △3,204 △3,239

(注)　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

　

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（百万円）

イ　勤務費用

ロ　利息費用

ハ　期待運用収益

ニ　数理計算上の差異の費用処理額

ホ　総合設立型厚生年金基金の年金掛金

297

111

△73

150

21

(注)２ 321

112

―

78

14

(注)２

ヘ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 506　 526　
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

(注)　１　上記退職給付費用以外に割増退職金39百万

円支払っており、販売費及び一般管理費と

して計上しております。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、「イ　勤務費用」に計上してお

ります。

(注)　１　上記退職給付費用以外に割増退職金18百万

円支払っており、販売費及び一般管理費と

して計上しております。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、「イ　勤務費用」に計上してお

ります。

３　上記退職給付費用以外に、厚生年金基金脱
退に伴う特別掛金の支出等54百万円を
「厚生年金基金脱退損」として特別損失
に計上しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

ロ　割引率 2.1％ 2.1％

ハ　期待運用収益率 3.5％ 0.0％

ニ　数理計算上の差異の処理年数 10年（各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法により按

分した額をそれぞれ発生した連結会

計年度から費用処理することとして

おります。)

同左

　

(ストック・オプション等関係)

該当する事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

退職給付引当金 1,298百万円

役員退職慰労引当金 110百万円

未払賞与 183百万円

その他 333百万円

繰延税金資産　小計 1,926百万円

評価性引当額 △64百万円

繰延税金資産　合計 1,861百万円

繰延税金負債 　

固定資産圧縮積立金 △357百万円

固定資産圧縮特別勘定積立金 △18百万円

その他有価証券評価差額金 △204百万円

繰延税金負債　合計 △580百万円

繰延税金資産の純額 1,281百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

退職給付引当金 1,312百万円

役員退職慰労引当金 122百万円

未払賞与 219百万円

その他 393百万円

繰延税金資産　小計 2,048百万円

評価性引当額 △67百万円

繰延税金資産　合計 1,980百万円

繰延税金負債 　

固定資産圧縮積立金 △349百万円

その他有価証券評価差額金 △257百万円

繰延税金負債　合計 △606百万円

繰延税金資産の純額 1,374百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

 
　 法定実効税率 　 40.5％　

　 （調　整） 　 　 　

　
交際費等永久に損金に算入されない
項目 5.6％

　

　
受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 △6.5％

　

　 受取配当金連結消去に伴う影響 6.2％　

　 評価性引当額 1.2％　

　 住民税均等割等 1.5％　

　 持分法による投資利益 △2.0％　

　 試験研究費等税額控除 △3.4％　

　 役員賞与引当金超過額 1.2％　

　 その他 1.0％　

　 税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.3％　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

 
　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため記載を省略しております。
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(企業結合等関係)

　

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当する事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

共通支配下の取引等

　１．結合当事企業及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引

の目的を含む取引の概要

（１）結合当事企業及びその事業の内容

①結合企業

結合企業の名称　エスケーフーヅ㈱　（当社の連結子会社）

事業の内容　　　製パン、製菓用資材の製造・販売

②被結合企業

被結合企業の名称　㈱パニーフーズネット　（当社の連結子会社）

事業の内容　　　製パン、製菓用資材の販売

（２）企業結合日

平成21年６月１日

（３）企業結合の法的形式

エスケーフーヅ㈱を吸収合併承継会社、㈱パニーフーズネットを吸収合併消滅会社とする吸収合

併

（４）結合後企業の名称

エスケーフーヅ㈱（㈱OYCフーズネットに商号変更）

（５）取引の目的を含む取引の概要

㈱パニーフーズネット、エスケーフーヅ㈱２社を合併し新たな販売体制の構築により、リテール

ベーカリー市場等の深耕を図るとともに、食品新市場への積極的なアプローチを推し進めてまい

ります。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成19年11月15日公表

分）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
食品部門
(百万円)

バイオ部門
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

47,722 16,286 64,008 ― 64,008

(2) セグメント間の内
   部売上高又は振替高
　

87 19 107 (107) ―

計 47,810 16,305 64,116 (107) 64,008

営業費用 46,897 15,680 62,577 (107) 62,470

営業利益 913 625 1,538 ― 1,538

Ⅱ　資産、減価償却費
及び資本的支出

　 　 　 　 　

資産 26,382 14,977 41,360 ― 41,360

減価償却費 1,522 692 2,214 ― 2,214

資本的支出 1,528 350 1,878 ― 1,878

　
(注) １　事業区分の方法

当社企業集団の事業区分は、製品の種類及び販売市場に応じて、食品部門、バイオ部門にセグメンテーション

しております。

２　各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

食品部門

イースト、ドライイースト、フラワーぺースト、カスタード、油脂加工品、マヨネーズ・

ドレッシング、粉末かんすい、総菜(調理フィリング)、ベーキングパウダー、パン品質

改良剤、パン種、発酵風味液、酵母機能利用製品、健康補助食品

バイオ部門

生化学製品・免疫製品、バイオニュートリショナル製品(酵母エキス・組織培養用培

地)、ラボラトリーアニマルサイエンス（各種受託業務・実験動物用飼料・実験動

物）、養魚用飼料、ペットフード、つり餌

３　減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。

４　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（重要な資産の評価基準及び評価方法の変更）」

に記載のとおり、当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18

年７月５日公表分）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度

の営業利益が、「食品部門」で０百万円、「バイオ部門」では23百万円それぞれ減少しております。
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　
食品部門
(百万円)

バイオ部門
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

48,045 15,476 63,522 ― 63,522

(2) セグメント間の内
   部売上高又は振替高
　

60 18 79 (79) ―

計 48,105 15,495 63,601 (79) 63,522

営業費用 46,161 14,705 60,867 (79) 60,787

営業利益 1,943 790 2,734 ― 2,734

Ⅱ　資産、減価償却費
及び資本的支出

　 　 　 　 　

資産 28,530 15,361 43,892 ― 43,892

減価償却費 1,531 588 2,119 ― 2,119

資本的支出 1,879 438 2,318 ― 2,318

　
(注) １　事業区分の方法

当社企業集団の事業区分は、製品の種類及び販売市場に応じて、食品部門、バイオ部門にセグメンテーション

しております。

２　各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

食品部門

イースト、ドライイースト、フラワーペースト、油脂加工品（バタークリーム）、マヨ

ネーズ・ドレッシング、粉末かんすい、総菜（調理フィリング）、ベーキングパウ

ダー、パン品質改良剤、パン種、発酵風味液、微生物機能利用製品、日持向上剤

バイオ部門
生化学製品・免疫製品、酵母エキス・組織培養用培地、食品検査・分析サービス、実験

動物用飼料、実験動物、実験動物飼育・薬効薬理試験等各種受託業務

３　減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)及び当連結会計年度(自　平成21年４

月１日　至　平成22年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、い

ずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略いたしました。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)及び当連結会計年度(自　平成21年４

月１日　至　平成22年３月31日)

海外売上高がいずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略いたしました。
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【関連当事者情報】

　前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

（追加情報）

当連結会計年度より「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年

10月17日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13

号　平成18年10月17日）を適用しております。

　この結果、従来の開示対象範囲に加えて、親会社情報が開示対象に追加されております。

１．関連当事者との取引

関連当事者との取引については、重要性の判断基準によって判定した結果、開示す

　べき取引はありません。　　　　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報

（株）日清製粉グループ本社（東京証券取引所、大阪証券取引所に上場）

　

　当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１．関連当事者との取引

関連当事者との取引については、重要性の判断基準によって判定した結果、開示す

　べき取引はありません。　　　　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報

（株）日清製粉グループ本社（東京証券取引所、大阪証券取引所に上場）
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 773円94銭

１株当たり当期純利益金額 25円41銭
　

１株当たり純資産額 816円35銭

１株当たり当期純利益金額 53円43銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

当連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 25,628 27,016

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

317 336

(うち少数株主持分) (317) (336)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 25,311 26,680

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数(千株)

32,704 32,682

　
３　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益(百万円) 831 1,747

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 831 1,747

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,745 32,696

　

(重要な後発事象)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

当社は、平成21年５月12日開催の取締役会において、当社の養魚飼料事業を日清丸紅飼料（株）に譲

渡する事業譲渡契約の締結を決議し、平成21年５月12日付けで事業譲渡契約を締結いたしました。

１．事業譲渡の理由 

　飼料業界では、厳しい環境の中でより効率的な経営が求められております。このような経営環境に

鑑み、当社はアユ・マス用を中心とする養魚飼料事業を譲渡し、千葉工場の製造をライフサイエンス

事業の一環である実験動物用飼料などに特化することにいたしました。

２．事業譲渡先の名称 

　（１）商　　　号　　日清丸紅飼料株式会社 

　（２）本店所在地　　東京都中央区日本橋室町四丁目５番１号

３．事業譲渡の対象 

　養魚飼料事業に関する次の事項 

　（１）営業権 

　（２）事業譲渡日の前営業日の終了時点で当社が有する売掛金、製品、預り保証金

４．事業譲渡する事業の規模 

　　平成21年３月期　　　売上高　1,269百万円
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５．事業譲渡の価額 

　事業譲渡の価額は、当社と日清丸紅飼料(株)で合意した営業権の価額400百万円及び事業譲渡前営

業日の終了時点において当社が有する売掛金、製品、預り保証金の金額を両社で協議し、決定いたし

ます。

６．事業譲渡日 

　　平成21年10月１日

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　　 　該当する事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当する事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 70 ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 6 29 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)　

― ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

19 112 ―
平成23年４月～
平成28年２月

その他有利子負債
　得意先預り金

771 690 0.5 ―

合計 867 832 ― ―

(注) １　リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

　

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

リース債務 29 28 24 18

２　「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

３　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連

結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報

　

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期
（自平成21年4月１日
至平成21年6月30日）

（自平成21年7月１日
至平成21年9月30日）

（自平成21年10月１日
至平成21年12月31日）

（自平成22年1月１日
至平成22年3月31日）

　売上高    （百万円) 15,605 16,228 15,819 15,867

  税金等調整前四半期
  純利益金額（百万円）

646 593 1,224 544

  四半期純利益金額
            （百万円）

362 330 735 318

  １株当たり四半期純
  利益金額      （円）

11.07 10.11 22.50 9.75
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,805 5,189

受取手形 467 443

売掛金 ※2
 11,224

※2
 11,314

有価証券 1,999 1,500

商品及び製品 1,848 2,023

仕掛品 790 775

原材料及び貯蔵品 633 625

前渡金 161 118

繰延税金資産 197 287

未収入金 23 32

その他 246 31

貸倒引当金 △29 △27

流動資産合計 20,369 22,314

固定資産

有形固定資産

建物 12,160 12,220

減価償却累計額 △7,320 △7,440

建物（純額） 4,840 4,780

構築物 ※1
 2,510

※1
 2,639

減価償却累計額 △1,719 △1,765

構築物（純額） 790 873

機械及び装置 ※1
 19,695

※1
 19,720

減価償却累計額 △15,909 △15,996

機械及び装置（純額） 3,786 3,723

車両運搬具 82 88

減価償却累計額 △69 △76

車両運搬具（純額） 12 12

工具、器具及び備品 2,667 2,681

減価償却累計額 △2,292 △2,299

工具、器具及び備品（純額） 374 382

土地 2,107 2,107

リース資産 12 123

減価償却累計額 △1 △9

リース資産（純額） 10 113

建設仮勘定 23 57

有形固定資産合計 11,946 12,050

無形固定資産

借地権 10 10
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

ソフトウエア 208 236

電話加入権 28 28

施設利用権 0 14

その他 4 2

無形固定資産合計 253 292

投資その他の資産

投資有価証券 1,415 1,578

関係会社株式 662 662

関係会社出資金 45 87

関係会社長期貸付金 150 110

長期前払費用 124 98

差入保証金 140 52

繰延税金資産 788 794

その他 93 176

貸倒引当金 △30 △31

投資その他の資産合計 3,389 3,528

固定資産合計 15,589 15,871

資産合計 35,959 38,185

負債の部

流動負債

買掛金 ※2
 6,886

※2
 7,109

リース債務 2 22

未払金 2,049 2,220

未払費用 524 624

未払法人税等 164 823

預り金 ※2
 2,514

※2
 2,503

役員賞与引当金 16 33

その他 141 186

流動負債合計 12,300 13,522

固定負債

リース債務 7 91

長期未払金 48 54

長期預り金 685 534

退職給付引当金 2,852 2,872

役員退職慰労引当金 184 212

固定負債合計 3,778 3,765

負債合計 16,078 17,288
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,617 2,617

資本剰余金

資本準備金 1,886 1,886

資本剰余金合計 1,886 1,886

利益剰余金

利益準備金 654 654

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 514 502

固定資産圧縮特別勘定積立金 26 －

別途積立金 13,300 13,300

繰越利益剰余金 868 1,860

利益剰余金合計 15,363 16,317

自己株式 △289 △298

株主資本合計 19,578 20,522

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 302 374

評価・換算差額等合計 302 374

純資産合計 19,880 20,897

負債純資産合計 35,959 38,185
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高

製品売上高 27,732 28,688

商品売上高 29,367 28,999

売上高合計 57,100 57,688

売上原価

製品期首たな卸高 736 851

当期製品製造原価 19,716 19,208

当期製品仕入高 922 1,040

合計 21,375 21,101

製品他勘定振替高 ※1
 128

※1
 183

製品期末たな卸高 851 858

製品売上原価 20,395 20,059

商品期首たな卸高 966 996

当期商品仕入高 26,622 26,221

合計 27,589 27,218

商品他勘定振替高 ※1
 383

※1
 382

商品期末たな卸高 996 1,164

商品売上原価 26,209 25,671

売上原価合計 46,604 45,730

売上総利益 10,495 11,957

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 9,851

※2, ※3
 10,212

営業利益 644 1,745

営業外収益

受取利息 ※4
 16

※4
 17

受取配当金 ※4
 272

※4
 277

受取賃貸料 ※4
 31

※4
 29

その他 ※4
 77

※4
 74

営業外収益合計 397 398

営業外費用

支払利息 6 9

為替差損 － 6

貸与資産減価償却費等 7 7

コミットメント手数料 4 4

その他 1 4

営業外費用合計 20 32

経常利益 1,021 2,111
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※5
 55 －

投資有価証券売却益 － 11

事業譲渡益 － 400

特別利益合計 55 411

特別損失

固定資産除却損 ※6
 136

※6
 243

投資有価証券評価損 41 －

その他 ※7
 12

※7
 13

特別損失合計 190 257

税引前当期純利益 887 2,265

法人税、住民税及び事業税 361 998

法人税等調整額 △35 △144

法人税等合計 325 853

当期純利益 561 1,412

EDINET提出書類

オリエンタル酵母工業株式会社(E00449)

有価証券報告書

 84/114



【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

区分
注記
番号

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

Ⅰ　原材料費 　 12,439 63.0 11,757 61.3

Ⅱ　労務費 　 2,614 13.2 2,613 13.6

Ⅲ　経費 ※１ 4,697 23.8 4,822 25.1

当期総製造費用 　 19,750100.0 19,193100.0

仕掛品期首たな卸高 　 755　 790　

合計 　 20,506　 19,983　

仕掛品期末たな卸高 　 790　 775　

当期製品製造原価 　 19,716　 19,208　

(注)※１　経費のうち、主なものは次のとおりであります。

　 前事業年度 当事業年度

減価償却費 1,400百万円 1,483百万円

外注加工費 385百万円 343百万円

　

(原価計算の方法)

原価計算の方法は、組別総合原価計算であります。

すなわち、直接費は各製品の組別に賦課し、間接費は一定の配賦基準によって、各組に配賦し、各組の総

製造費用に仕掛品期首原価を加え、これより仕掛品期末原価を控除したものを各組の総合原価といたし

ます。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,617 2,617

当期末残高 2,617 2,617

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,886 1,886

当期末残高 1,886 1,886

その他資本剰余金

前期末残高 0 －

当期変動額

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －

資本剰余金合計

前期末残高 1,886 1,886

当期変動額

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 1,886 1,886

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 654 654

当期末残高 654 654

その他利益剰余金

配当準備資金

前期末残高 700 －

当期変動額

配当準備資金の取崩 △700 －

当期変動額合計 △700 －

当期末残高 － －

固定資産圧縮積立金

前期末残高 431 514

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 109 26

固定資産圧縮積立金の取崩 △27 △38

当期変動額合計 82 △12

当期末残高 514 502

固定資産圧縮特別勘定積立金

前期末残高 109 26
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当期変動額

固定資産圧縮特別勘定積立金の積
立

26 －

固定資産圧縮特別勘定積立金の取
崩

△109 △26

当期変動額合計 △83 △26

当期末残高 26 －

別途積立金

前期末残高 12,200 13,300

当期変動額

別途積立金の積立 1,100 －

当期変動額合計 1,100 －

当期末残高 13,300 13,300

繰越利益剰余金

前期末残高 1,100 868

当期変動額

配当準備資金の取崩 700 －

固定資産圧縮積立金の積立 △109 △26

固定資産圧縮積立金の取崩 27 38

固定資産圧縮特別勘定積立金の積
立

△26 －

固定資産圧縮特別勘定積立金の取
崩

109 26

別途積立金の積立 △1,100 －

剰余金の配当 △393 △457

当期純利益 561 1,412

自己株式の処分 △1 △0

当期変動額合計 △232 992

当期末残高 868 1,860

利益剰余金合計

前期末残高 15,196 15,363

当期変動額

配当準備資金の取崩 － －

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 － －

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △393 △457

当期純利益 561 1,412

自己株式の処分 △1 △0

当期変動額合計 166 954

当期末残高 15,363 16,317
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

自己株式

前期末残高 △227 △289

当期変動額

自己株式の取得 △73 △10

自己株式の処分 11 0

当期変動額合計 △61 △9

当期末残高 △289 △298

株主資本合計

前期末残高 19,473 19,578

当期変動額

剰余金の配当 △393 △457

当期純利益 561 1,412

自己株式の取得 △73 △10

自己株式の処分 10 0

当期変動額合計 105 944

当期末残高 19,578 20,522

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 559 302

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△257 72

当期変動額合計 △257 72

当期末残高 302 374

評価・換算差額等合計

前期末残高 559 302

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△257 72

当期変動額合計 △257 72

当期末残高 302 374

純資産合計

前期末残高 20,032 19,880

当期変動額

剰余金の配当 △393 △457

当期純利益 561 1,412

自己株式の取得 △73 △10

自己株式の処分 10 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △257 72

当期変動額合計 △151 1,016

当期末残高 19,880 20,897
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【重要な会計方針】

　

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券

…償却原価法(定額法)

(2) 子会社株式及び関連会社株式

…移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

時価のあるもの

…決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。）

(1) 満期保有目的の債券

同左

(2) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(3) その他有価証券

時価のあるもの

…同左

 

　 時価のないもの

…移動平均法による原価法

時価のないもの

…同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

…時価法

デリバティブ

同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 製品及び仕掛品

…総平均法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定

しております。）

(2) 商品、原材料及び貯蔵品

…移動平均法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算

定しております。）

(1) 製品及び仕掛品

…同左

 

 

(2) 商品、原材料及び貯蔵品

…同左

４　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

  定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用して

おります。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 ３～50年

機械及び装置 ２～17年

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

同左

　 (2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

  定額法を採用しております。

  なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。

(3) リース資産

  所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産は、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

  なお、所有権移転外ファイナンス

・リース取引のうち、リース取引開

始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

同左

 

 
 
(3) リース資産

             同左
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前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 役員賞与引当金

  役員に対する賞与の支出に備える

ため、支給見込額を計上しておりま

す。

(2) 役員賞与引当金

　　　　　　 同左

　 (3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

  数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により按分した額をそれぞ

れ発生した事業年度から費用処理す

ることとしております。

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

  数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により按分した額をそれぞ

れ発生した事業年度から費用処理す

ることとしております。

 
    (会計方針の変更）

当事業年度から、「退職給付に係る

企業基準」の一部改正（その３）

（企業会計基準第19号　平成20年７

月31日）を適用しております。なお、

これによる損益及び退職給付債務の

差額の未処理残高に与える影響はあ

りません。

　 (4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく事業年度末要支給

見込額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

　　　　　　 同左

６　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

  消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左
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【重要な会計方針の変更】

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（たな卸資産の評価基準及び評価方法） 

 当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適

用しております。これに伴い、たな卸資産の評価基準及び

評価方法を、製品及び仕掛品については総平均法による

原価法から、総平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に、

商品、原材料及び貯蔵品については移動平均法による原

価法から、移動平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）にそ

れぞれ変更しております。

  これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

がそれぞれ10百万円減少しております。

　

              ______________________

（リース取引に関する会計基準）

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より、「リース取引に関

する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

  なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採

用しております。

  この変更に伴う当事業年度の損益に与える影響はあり

ません。

              ______________________
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前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（追加情報） 

有形固定資産の耐用年数の変更 

  当社の機械装置については、従来、耐用年数を７～15

年としておりましたが、当事業年度より５～10年に変更

しております。この変更は、法人税法の改正を契機に見

直しを行ったものであります。 

  この変更に伴う当事業年度の損益に与える影響は軽

微であります

              ______________________

　

【表示方法の変更】

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（損益計算書関係）

前事業年度において営業外費用「その他」に含めて表

示しておりました「コミットメント手数料」（前事業年

度４百万円）は、営業外費用の総額の100分の10を超える

こととなったため、当事業年度においては区分掲記する

ことといたしました。

　　　　　　  ______________________

　

EDINET提出書類

オリエンタル酵母工業株式会社(E00449)

有価証券報告書

 92/114



【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産の圧縮記帳累計額

構築物 90百万円

機械及び装置 172百万円

計 263百万円

※１ 有形固定資産の圧縮記帳累計額

構築物 90百万円

機械及び装置 172百万円

計 262百万円

※２ 関係会社に係る項目

  区分掲記されたもの以外で各科目に含まれて

いる関係会社に対する主なものは次のとおりで

あります。

売掛金 1,962百万円

買掛金 597百万円

預り金 2,486百万円

※２ 関係会社に係る項目

  区分掲記されたもの以外で各科目に含まれて

いる関係会社に対する主なものは次のとおりで

あります。

売掛金 2,139百万円

買掛金 706百万円

預り金 2,474百万円

　３ 保証債務

  子会社㈱オリエンタルバイオサービスを被保

証者として、平成21年５月末までの事業用施設

及び貸室の賃料、内装設備使用料(現行月額７百

万円)の支払の債務について、連帯保証人となっ

ております。

  子会社OYC EU B.V. を被保証者として、仕入

債務に対し100千英ポンドを上限とする連帯保

証人となっております。

　３ 保証債務

  子会社㈱オリエンタルバイオサービスを被保

証者として、平成26年５月末までの事業用施設

及び貸室の賃料、内装設備使用料(現行月額７百

万円)の支払の債務について、連帯保証人となっ

ております。

  子会社OYC EU B.V. を被保証者として、仕入

債務に対し120千英ポンドを上限とする連帯保

証人となっております。

　４   割引手形及び裏書譲渡手形はありません。 　４   割引手形及び裏書譲渡手形はありません。

　５   当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、

特定融資枠契約(コミットメントライン契

約)(取引銀行４行)を締結しております。

  これら契約に基づく当事業年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

特定融資枠契約の総額 3,300百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 3,300百万円

　５   当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、

特定融資枠契約(コミットメントライン契

約)(取引銀行４行)を締結しております。

  これら契約に基づく当事業年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

特定融資枠契約の総額 3,300百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 3,300百万円
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１ (イ)製品仕入高は当社の製造品目と同種の製品
の仕入であります。

(ロ)売上以外の製品払出の内訳は、見本その他
128百万円であります。

(ハ)売上以外の商品払出の内訳は、原料振替280
百万円、見本その他102百万円であります。

※１ (イ)製品仕入高は当社の製造品目と同種の製品
の仕入であります。

(ロ)売上以外の製品払出の内訳は、見本その他　
183百万円であります。

(ハ)売上以外の商品払出の内訳は、原料振替　
269百万円、見本その他112百万円でありま
す。

※２ 「販売費」と「一般管理費」のおおよその割合
は「販売費」49％、「一般管理費」51％であり
ます。なお、「販売費及び一般管理費」の主要な
費目及び金額は次のとおりであります。

運賃・保管料 2,287百万円
給料・賃金 1,735百万円
従業員賞与 503百万円
退職給付費用 193百万円
役員退職慰労引当金繰入額 47百万円
役員賞与引当金繰入額 16百万円
減価償却費 351百万円
賃借料 559百万円
外部委託費 752百万円
研究開発費 1,292百万円

※２ 「販売費」と「一般管理費」のおおよその割合
は「販売費」47％、「一般管理費」53％であり
ます。なお、「販売費及び一般管理費」の主要な
費目及び金額は次のとおりであります。

運賃・保管料 2,256百万円
給料・賃金 1,853百万円
従業員賞与 566百万円
退職給付費用 196百万円
役員退職慰労引当金繰入額 50百万円
役員賞与引当金繰入額 33百万円
減価償却費 191百万円
賃借料 578百万円
外部委託費 875百万円
研究開発費 1,377百万円

※３ 研究開発費の総額
　一般管理費に含まれる研究開発費
　 1,292百万円

※３ 研究開発費の総額
　一般管理費に含まれる研究開発費
　 1,377百万円

※４ 関係会社に係る項目
  関係会社との取引に係るものが次のとおり含
まれております。

受取配当金 239百万円
上記以外の営業外収益合計額 61百万円

※４ 関係会社に係る項目
  関係会社との取引に係るものが次のとおり含
まれております。

受取配当金 248百万円
上記以外の営業外収益合計額 51百万円

※５   固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま
す。

機械及び装置 0百万円
土地 55百万円
計 55百万円

　 　　　　 ______________________

※６   固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま
す。

建物 91百万円
構築物 0百万円
機械及び装置 40百万円
車両運搬具 0百万円
工具、器具及び備品 4百万円
計 136百万円

※６   固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま
す。

建物 115百万円
構築物 9百万円
機械及び装置 111百万円
車両運搬具 0百万円
工具、器具及び備品 7百万円
計 243百万円

※７
 

  特別損失の「その他」の内訳はつぎのとおり
であります。

会員権等評価損 3百万円

貸倒引当金繰入額 8百万円

計 12百万円

※７   特別損失の「その他」の内訳はつぎのとおり
であります。

会員権等評価損 3百万円

貸倒引当金繰入額 2百万円

出資金売却損 6百万円

その他 1百万円

計 13百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

　
前事業年度末株式数

(千株)
当事業年度増加株式数(千

株)
当事業年度減少株式数

(千株)
当事業年度末株式数

(千株)

自己株式 　 　 　 　

普通株式 357 128 18 466

合計 357 128 18 466

　
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加128千株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加98千株及び単元

未満株式の買取請求による増加30千株による増加であります。

普通株式の自己株式の株式数の減少18千株は、単元未満株式の売渡請求による減少であります。

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

　
前事業年度末株式数

(千株)
当事業年度増加株式数(千

株)
当事業年度減少株式数

(千株)
当事業年度末株式数

(千株)

自己株式 　 　 　 　

普通株式 466 22 1 488

合計 466 22 1 488

　
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加22千株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。

普通株式の自己株式の株式数の減少1千株は、単元未満株式の売渡請求による減少であります。
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(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　ファイナンス・リース取引（借主側）

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引
　①リース資産の内容
　　有形固定資産
　　　主として、営業用車両（車両運搬具）でありま
　　　す。

１　ファイナンス・リース取引（借主側）

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引
　①リース資産の内容
　　有形固定資産
　　　主として、営業用車両(車両運搬具)及び品質
　　管理用検査機(機械及び装置)であります。

　②リース資産の減価償却の方法
　　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」
に記載のとおりであります。

　　なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以
　前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ
　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会
　計処理を行っております。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引

　　　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額

 

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

建物 494 369 124

車両運搬具 33 20 13

工具、器具
及び備品

90 64 26

合計 618 454 164

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　②リース資産の減価償却の方法
　　　同左

 

 
 

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引

　　　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額

 

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

建物 338 261 76

車両運搬具 20 10 ９

工具、器具
及び備品

60 51 ９

合計 418 323 95

　　同左

 

 

　　　②未経過リース料期末残高相当額

　 １年以内 69百万円

　 １年超 95百万円

　 合計 164百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

　　　②未経過リース料期末残高相当額

　 １年以内 59百万円

　 １年超 35百万円

　 合計 95百万円

同左

　　　③支払リース料及び減価償却費相当額

   支払リース料 84百万円

   減価償却費相当額 84百万円

　　　③支払リース料及び減価償却費相当額

   支払リース料 69百万円

   減価償却費相当額 69百万円

　　　④減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

　　　④減価償却費相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年以内 4百万円

１年超 4百万円

合計 8百万円

２　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年以内 ５百万円

１年超 ９百万円

合計 14百万円
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(有価証券関係)

 前事業年度（平成21年３月31日）

　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

 当事業年度（平成22年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式609百万円、関連会社株式52百万円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

　　（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10

日）を適用しております。

　

次へ
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

退職給付引当金 1,155百万円

役員退職慰労引当金 74百万円

未払賞与 135百万円

その他 266百万円

繰延税金資産　小計 1,631百万円

評価性引当額 △64百万円

繰延税金資産　合計 1,567百万円

繰延税金負債 　

固定資産圧縮積立金 △357百万円

固定資産圧縮特別勘定積立金 △18百万円

その他有価証券評価差額金 △205百万円

繰延税金負債　合計 △581百万円

繰延税金資産の純額 986百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

退職給付引当金 1,163百万円

役員退職慰労引当金 85百万円

未払賞与 169百万円

その他 334百万円

繰延税金資産　小計 1,753百万円

評価性引当額 △67百万円

繰延税金資産　合計 1,685百万円

繰延税金負債 　

固定資産圧縮積立金 △349百万円

その他有価証券評価差額金 △254百万円

繰延税金負債　合計 △604百万円

繰延税金資産の純額 1,081百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率 40.5％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない

項目 8.6％

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 △11.6％

評価性引当額 2.1％

住民税均等割等 2.2％

試験研究費等税額控除 △6.1％

その他 1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.7％
　 　

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率 40.5％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない

項目 4.0％

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 △4.8％

評価性引当額 0.1％

住民税均等割等 0.9％

試験研究費等税額控除 △3.5％

その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.7％
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 607円89銭

１株当たり当期純利益金額 17円15銭
　

１株当たり純資産額 639円40銭

１株当たり当期純利益金額 43円19銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度末

(平成21年３月31日)
当事業年度末

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 19,880 20,897

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

― ―

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 19,880 20,897

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数(千株)

32,704 32,682

　
３　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益(百万円) 561 1,412

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 561 1,412

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,745 32,696

　

(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

「１　連結財務諸表等　の(１)　連結財務諸表　　注記事項　（重要な後発事象）」に記載のとおりで

あります。

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当する事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券
その他
有価証券

山崎製パン株式会社 278,270 321

敷島製パン株式会社 150,000 170

株式会社神戸屋 537,500 147

株式会社三井住友フィナンシャルグループ 47,169 145

株式会社みずほフィナンシャルグループ 495,480 91

三菱商事株式会社 34,500 84

株式会社みずほフィナンシャルグループ
第十一回第十一種優先株式

70,000 70

株式会社千葉銀行 100,000 55

株式会社群馬銀行 104,077 53

株式会社イナリサーチ 1,000 50

株式会社医学生物学研究所 123,000 46

サッポロホールディングス株式会社 90,000 43

株式会社中村屋 79,866 37

三井住友海上グループ
ホールディングス株式会社

13,545 35

その他(39銘柄) 529,662 224

小計 2,654,0691,578

計 2,654,0691,578

　

【債券】

　

銘柄
券面総額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券
満期保有目的の

債券

譲渡性預金 1,500 1,500

小計 1,500 1,500

計 1,500 1,500
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 12,160 339 279 12,2207,440 323 4,780

構築物 2,510 182 54 2,639 1,765 90 873

機械及び装置 19,6951,093 1,06919,72015,9961,070 3,723

車両運搬具 82 7 1 88 76 7 12

工具、器具及び備品 2,667 189 175 2,681 2,299 174 382

土地 2,107 ― ― 2,107 ― ― 2,107

リース資産 12 110 ― 123 9 7 113

建設仮勘定 23 1,845 1,812 57 ― ― 57

有形固定資産計 39,2603,768 3,39139,63727,5871,67312,050

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

借地権 10 ― ― 10 ― ― 10

ソフトウエア 1,462 156 ― 1,619 1,382 128 236

電話加入権 28 ― ― 28 ― ― 28

施設利用権 5 14 ― 20 5 0 14

その他 13 1 3 11 9 0 2

無形固定資産計 1,520 172 3 1,690 1,397 130 292

長期前払費用
　　152
(110)

3
（―)

28
（22)

127
(88)

26
 

5
 

98
(88)

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １　当期増加額の主なものは次のとおりであります。
機械及び装置　　　　　東京工場　　　　　　　高圧受電設備更新　　　　　　　　　　　　160百万円
機械及び装置　　　　　埼玉工場　　　　　　　フラワーペーストシート製造ライン増設　　155百万円

２　当期減少額の主なものは次のとおりであります。

機械及び装置　　　　　千葉工場　　　　　　　飼料製造設備　　　　　　　　　　　　　　393百万円

３　有形固定資産の当期償却額のうち３百万円は、営業外費用の貸与資産減価償却費等に含めて計上しておりま
す。

４　長期前払費用の(　)内は内書きで、損害保険料等の期間配分に係るものであり、減価償却と性格が異なるため、
償却累計額及び当期償却額には含めておりません。

　

【引当金明細表】
　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 59 28 0 28 58

役員賞与引当金 16 33 16 ― 33

役員退職慰労引当金 184 50 22 ― 212

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額27百万円及び貸倒懸念債権等特
定の債権の債権回収等による取崩額１百万円であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

当事業年度末(平成22年３月31日)における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。

①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 3

預金 　

当座預金 991

普通預金 1,074

その他 3,118

小計 5,185

合計 5,189

　

②　受取手形

相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

グローブライド株式会社 87

株式会社広栄商会 55

株式会社ムトウ 39

片山化学工業株式会社 28

近藤物産株式会社 20

その他 210

合計 443

　

期日別内訳

　

期日別 金額(百万円)

平成22年４月 272

平成22年５月 102

平成22年６月 38

平成22年７月以降 28

合計 443
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③　売掛金

相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

山崎製パン株式会社 3,146

㈱OYCフーズネット 950

株式会社オリエンタルバイオサービス関東 432

フジパン株式会社 397

神戸屋 369

その他 6,018

合計 11,314

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　
前期繰越高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

当期回収高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

回収率
(％)

滞留期間
(日)

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
Ｃ

×100
Ａ＋Ｂ

　

Ａ＋Ｄ
÷
Ｂ

２ 365
　

11,224 60,576 60,485 11,314 84.2 67.9

　

④ たな卸資産

商品及び製品

　

　 品名 金額(百万円)

商品

油脂類 122

乳製品類 33

食品添加物 58

チョコ・ジャム・アン類 19

乾果物 26

その他 903

小計 1,164

製品

イースト 80

フラワーペースト類 119

マヨネーズ 61

実験動物用飼料 110

酵素類 120

その他 364

小計 858

　 合計 2,023
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仕掛品

　

品名 金額(百万円)

イースト 19

酵素類 727

その他 28

合計 775

　

原材料及び貯蔵品

　

　 品名 金額(百万円)

　 主要原材料 149

原材料 その他 318

　 小計 467

　 包装材料 112

貯蔵品 その他 45

　 小計 158

　
合計 625
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⑤ 買掛金
　

相手先 金額(百万円)

株式会社ＡＤＥＫＡ 699

理研ビタミン株式会社 330

花王株式会社 248

大山ハム株式会社 209

株式会社宝幸 200

その他 5,421

合計 7,109

　

⑥ 未払金
　

区分 金額(百万円)

設備代金 878

売上割戻 266

運賃 217

その他 857

合計 2,220

　

⑦ 預り金

　

借入先 金額(百万円)

関係会社 2,474

源泉所得税・住民税他 29

合計 2,503

　

⑧ 退職給付引当金
　

区分 金額(百万円)

退職給付債務 4,904

未認識数理計算上の差異 △18

年金資産 △2,012

合計 2,872

　

(3) 【その他】

該当する事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・
買増し

　

　　取扱場所 （特別口座）

　 東京都港区芝三丁目33番１号

　 中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人 （特別口座）

　 東京都港区芝三丁目33番１号

　 中央三井信託銀行株式会社

　　取次所 －

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞　

株主に対する特典 なし

（注）　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

１．会社法第189条第２項各号に掲げる権利

２．会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当及び募集新株予約権の割当を受ける権利

４．単元未満株式の買増しを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 
 

有価証券報告書及び
その添付書類、
並びに確認書

(事業年度
(第123期)

自平成20年４月１日
至平成21年３月31日)

　
平成21年６月26日
関東財務局長に提出

　
(2) 
 
　

内部統制報告書及び
その添付書類

(事業年度
(第123期)

自平成20年４月１日
至平成21年３月31日)

　 平成21年６月26日
関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書 (第124期第１四半期 自平成21年４月１日 　 平成21年８月12日
関東財務局長に提出　 及び確認書                    至平成21年６月30日) 　

　 　 (第124期第２四半期 自平成21年７月１日 　 平成21年11月13日
関東財務局長に提出　 　                    至平成21年９月30日) 　

　 　 (第124期第３四半期 自平成21年10月１日 　 平成22年２月12日
関東財務局長に提出　 　                    至平成21年12月31日) 　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当する事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　

平成21年６月18日

オリエンタル酵母工業株式会社

取 締 役 会    御 中

　

新日本有限責任監査法人

　

　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    塚    原    雅    人    ㊞

　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員
　

　 公認会計士    會    田    将    之    ㊞

　 　 　

　 　 　

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているオリエンタル酵母工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ

・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、オリエンタル酵母工業株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、オリエンタル酵母

工業株式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を

整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から

内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の

記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人はオリエンタル酵母工業株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部

統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　

平成22年６月18日

オリエンタル酵母工業株式会社

取 締 役 会    御 中

　

新日本有限責任監査法人

　

　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    塚    原    雅    人    ㊞

　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員
　

　 公認会計士    會    田    将    之    ㊞

　 　 　

　 　 　

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているオリエンタル酵母工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ

・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、オリエンタル酵母工業株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、オリエンタル酵母

工業株式会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を

整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から

内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の

記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人はオリエンタル酵母工業株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部

統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成21年６月18日

オリエンタル酵母工業株式会社

取 締 役 会    御 中

　

新日本有限責任監査法人

　

　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    塚    原    雅    人    ㊞

　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員
 

　 公認会計士    會    田    将    之    ㊞

　 　 　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているオリエンタル酵母工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第123期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、オリエンタル酵母工業株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成22年６月18日

オリエンタル酵母工業株式会社

取 締 役 会    御 中

　

新日本有限責任監査法人

　

　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    塚    原    雅    人    ㊞

　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員
 

　 公認会計士    會    田    将    之    ㊞

　 　 　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているオリエンタル酵母工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第124期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、オリエンタル酵母工業株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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